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廣　田　全　男　（訳）
（２）自由主義の大きな怠慢
大きな大陸諸国は、自由主義の時代においても、封建制と絶対主義の
時代から受け継いだ支配的・権威主義的な国家構造に固執し続けた（いず
れ検討する 1789 ～ 1793 年のフランスにおける短期間の実験は別である）。
憲法と経済生活の分野では自由の理念をできる限り純粋に実現するよう努
めたが、既存の行政の権威主義を本気で揺るがすことはあえてなされな
かった。官僚機構の中央集権主義は、依然としてあらゆる国家行政の基盤
であった。それは、下位の市町村当局まで行政機関を統一的な従属システ
ムの中に組み込んだ。
この従属関係は厳格なヒエラルキーによって組織され、すなわち、命
令と服従の原理によって基礎づけられた。フリッツ・フライナー（Fritz 
Fleiner）は、中央集権的な行政原理の本質を次のように表現した（Beam-
tenstaat und Volksstaat, 1916）。「官吏の地位を最も高潔に表現するならば、
それは職務上の上司に対する特別な忠誠・服従義務、従属である。この従
属から、次のことが明らかになる。下位にある官吏は、上司の職務命令の
形式的な合法性のみをチェックする権限を有し、また、服従義務に従って
いる限り、その官吏に命じられた行為について法的責任を追及されること
はない。」また、フライナーは、ドイツの状況について詳細に論じて、次
のように追記している。「帝国において、また個々の国家において、官吏
制度は、首脳によって指揮される閉じられた組織となり、被支配者に対す
る支配者の集団となった。それは、世俗化された聖職者の集団のようなも
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のであった。」
官僚機構に独特な命令行政と服従による従属システムにおいては、結果
的に軍事的要素が生き続けている。これは従属システムの本質によるもの
であり、例外はなかった。それは基本的に次のようなものであった。かつ
ての軍事国家は、その当時、市民行政も命令と服従の原理によって形成し
た。―また、自由主義の時代において、それに関して実際に決定的な改変
がなされることは一切なかった。この権威的な行政システムから派生した
精神的政治的な作用は、国家生活全般に深い影響を及ぼさざるを得なかっ
た。それは自然の成り行きである。下位の行政機関が軍隊に類似した命令
機構に組み込まれ、上からの指示に異論を唱えることなく直ちにそのすべ
てを遂行しなければならないとしたら、下位の行政機関は、完全に特定さ
れた精神のありようを示すものへと体系的に教育されることになるだろ
う。また、たしかに下位の行政機関は、後になって反対の命令によって否
定されることがあることを警戒して、最初から、すべての決定を上位の機
関に押しつけることに慣れている。このような責任をとることに対する躊
躇いは、自分自身の意見の絶え間ない排除、それどころか自分自身に対す
る良心の絶え間ない排除に慣れっこになってしまう事態をいとも簡単に招
いてしまうだろう。
フランスの県のすべて、イタリアの州のすべてにおいて、知事は、前述
した意味において、中央政府、特に内務大臣という人格に直属している。
同じように、スペインの州のすべてにおいて長官が、プロイセンの州のす
べてにおいて上級長官（さらに、上級長官の下では政府管区のすべてにお
いて管区長官、また管区長官の下では郡において郡長）が、南ドイツとオー
ストリアの管区（Amtsbezirk）において管区長官、郡長、区長等が、中
央政府、特に内務大臣という人格に直属している。中央政府は、いつでも
これらの役職担当者を自由な裁量によって罷免し、あるいは交代させるこ
とができる。従って、彼らは、当局の命令と意向に固く従わなければなら
なかった。
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知事、長官、管区長官等が遂行しなければならない最重要任務の一つは、
まさに市町村の監督を始めとする「自治行政団体」の監督にある。この目
的のために、政府は、その地域の総督が地域外の事務官吏を自由に使える
ようにした。これらの官吏は、任期が終われば再び別の州に配置替えされ
るのが、普通であった。また、これらの官吏の数は、それぞれの管区にお
いて、その規模に応じて、十数人、それどころか数百人に及んだ。地域の
官僚機構の側は下位レベルに向けた包括的な、直ちに有効となる命令権力
を与えられたため、市町村は「国家当局」の側の統制が細かすぎると感じ
た。国家の委任・監督行政は、絶え間なくあらゆる重要な細部にまで介入
し、地方自治体は実際上、自ら発案し自ら責任を負う余地をほとんど保障
されなかった。
次のことは確実に言える。自由主義の時代には、地方自治体の自治行政
の範囲は、法律によって定められた。しかし、国家の命令行政が過度にわ
たったため、この自治行政の器を活気に満ちた内容物で満たすことは容易
でなかった。特に「自治行政」には、市町村が遂行できる事務の一部しか
割り当てられないのが常であった。重要な事務の分野、従って警察や学校
制度の大部分は、きまって国家の「委任行政」の分野に属するとみなされ
た。―また、この「委任された」作用の範囲については、市町村の従属的
関係が広範にわたり続いている。こうした状況の下で、地方自治体の「自
治行政」は、本質的に、官僚機構があまり重要でない任務を処理する負担
を軽減し、それによって実際に、より重要な任務に徹底して取り組めるよ
うにする役割を果たした。このことから、次のことが明らかになる。命令
行政は、自由主義化された官権国家の内部において、相変わらず支配的な
要素、本来的に創造的な要素であり続けた。また、「自治行政」と呼ばれ
るところのものは、結局のところ補完的役割を演じたにすぎず、市町村の
自由の世界におけるとは全く異なる根源から生じたために、精神的・倫理
的な原理、共同体形成の原理よりも、むしろ形式的・法学的な原理を具現
化するものであった。
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さらに次のことが付け加わる。生々しい実践が示しているように、国
家の利害と市町村の利害が共通して関わる任務が多すぎるという現実があ
る。法律が詳細に定められていても、それはいつも十分ではなく、市町村
当局の「委任された」作用の範囲と「自主的な」作用の範囲との間、「委
任行政」と「自治行政」との間の厳密かつ明確な区別を保証することがで
きない。生活は常に法律よりも複雑であり、―また、それゆえに、具体的
な個々の事例から考察すれば、あらゆるこうした区分は、実際は裁量の問
題であることが多い。イギリス、アメリカ、スイス等では、地方自治体は、
すべての事項において、従って「委任された」作用の範囲においても、包
括的な裁量と処分の自由を有しているが、自由主義化された官権国家では、
いつもその反対である。そこでは行政の従属原理に基づき、あらゆる議論
されている事例において、原則として管区の官僚機構の自由な裁量が依然
として重要である。すなわち、管区の官僚機構は、市町村に対して国家利
益を命令によって保護し、その際、細部に至るまで「合目的性」の根拠に
従って決定する権限を明白に与えられた。
法律上の疑念がある事件やより重要な裁量問題を過剰に抱える官僚機構
の命令権力は、すべての「自治行政」を一つの純粋に形式的な原則に引き
下げるのに大きく貢献する。なぜならば、裁量の自由は、行政の自己責任
の核心的部分であるからである。上位または下位の行政機関が、具体的な
個々のケースがあれこれの法律規定に従って決定されねばならないかどう
かについて決定しなければならないとしたら、あらゆる裁量の自由と、従っ
てあらゆる本来の自己責任が権威主義的な起源から流出するか、自律的な
起源から流出するかが問題となる。自由主義化された官権国家、例えばヴァ
イマール共和国のドイツにおいて、権威主義的な行政システムがどれほど
圧倒的に支配していたかは、当時通用していたプロイセン市町村法を見れ
ば分かる。同法は、次のように規定していた。「与えられた指示が現行法
を侵害する」、あるいは「国家の監督の恣意的な行使」が存在する、と市
町村が考える場合、確かに上位の行政機関に苦情を申し立てることができ
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る。―しかし、「異議は、停止する効果を有さない。」従って、行政のヒエ
ラルキー全体の中で、命令は命令であるという軍隊的な原則が通用する。
すなわち、あらゆる命令された指示は、それが違法にあたる場合、それど
ころか完全に恣意的なものである場合ですら、ただちに実施されねばなら
ず、また、事後的にはじめて提訴することができた。
軍隊に類似した命令装置につながれ、包括的な裁量と処分の自由を欠い
ているために、市町村当局は生き生きとした独自の意思を持たない。また、
行政のヒエラルキーの最下位の機関として、市町村当局は、自己責任を回
避し、自己の意見、それどころか自己の良心を排除するよう躾けられた。
それは由々しい事態であった。市町村当局は、広範な「委任事務」への全
面的な従属に直面して、「自治行政事務」の分野で自己責任によって行為
することが精神的に容易ではなかった。―市町村当局が法律上、自己責任
によって行使する権限を与えられている場合ですら、そうであった。むし
ろ地方自治体は、あらゆる重要な事務において、予算の作成の際ですら管
区官僚機構の詳細な指示を仰ぎ、管区官僚機構の側の単なる「助言」にす
ら、最初から拘束力を認めるのが通常となっている。その反面で、国家当
局は、法的に疑わしい事例や重要な裁量問題に当たる場合、国家当局に帰
属する命令権を利用して、地方自治体の自己責任を無意味にしてしまう機
会を有している。
こうした状態の下で、自治体当局が官僚の侵害に対して国家の行政裁判
所に提訴する権利を有することは、あまり意味がなかった。裁判所の決定
が下されるまで、命じられた措置は、命令は命令である、という軍隊的な
原則に従って、いずれにせよ効力を有したままであった。すなわち、フラ
ンスやイタリア、スペインでも、またプロイセンや南ドイツ、オーストリ
ア等でも、異議の訴えには命令の延命効果が与えられた。命令された行政
行為は、すでに執行されているため、もはや後から撤回されることはほと
んどなかった。―従って、すべての事柄において監督官庁の指示に従い、
そもそも、その「助言」がなければ重要な一歩は踏み出さないことが、市
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町村にとって得策であった。要するに、ほとんどすべての措置を採るに
あたり、自治体当局は、「承認し、確認し、決定し、実際に指揮しなけれ
ばならない上位の官僚機構当局の権力に」（フーゴー・プロイス〔Hugo 
Preuss〕）突き当たった。従って、市町村は、実際は権威主義的行政機構
の最下級の機関にすぎず、また、見かけだけの市町村にすぎなかった。市
町村は、その住民にとってなおさら、自分たち自身の市民の問題というよ
りも、国家意思の道具であるように思われた。
この状況と下から構築された国民国家の状況とを比較してみると、基本
的な相違がはっきりする。イギリス、アメリカ、スイス等において中央集
権的装置によって成長した、戦時経済の時期に最も強く成長した組織は、
完全に特定された機能に限定されたままであり、また、単なる上部組織の
形態をとっている。おそらくここにも、国家の委任行政が多数存在する。
しかし、法律の規定とそれに帰属する命令に基づいた委任行政の遂行は、
地域と地方自治体の当局が、自己の責任と裁量の自由によって処理してい
る。それどころか統制は、少なくとも第一段階においては、下から選出さ
れた自律的な監督機関の手にあり、国家の「合目的性の監督」は、原則と
して拒否権または事後的な決定権の主張に限定されている。イギリスの州
（Grafschaft）の官庁も、アメリカの連邦州の官庁も、スイスの州（Kanton）
の官庁も、中央政府に直属してはいない（あるいは、中央政府の恣意で解
任することはできない！）。また、これらの官庁は、市町村と同じように、
自分たち自身の納得と信頼に基づいて、それゆえ自由な自己規律に基づい
て全体に順応する。これが、下から構築された真の自治行政である。
これらすべてから、重大な用語上の認識が生まれる。第一に、「中央集
権主義」の概念が重要である。我々はここで次のように認識する。「中央
集権主義」といっても、国家組織の内部で自治行政の原理が支配するか、
それとも命令行政の原理が支配するかによって、すなわち、「自治行政団体」
が包括的な裁量と処分の自由を有するか、有さないかによって、2 つの基
本的に異なる事柄となるのである。―トクヴィル（Tocqueville）の定式
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化に従うならば、「政府の中央集権化」しか存在しないところでは、すな
わち市町村当局にとって直接的な服従義務が、職務上の上司としての政府
の長に対してではなく、もっぱら法律に対して存在しているところでは、
あらゆる中央集権主義は根底において直接、協調の原理から生まれる。従っ
て、あらゆる自由な市町村の内部において、個々の個人と利益集団は、自
発的に、その良心に従った決定により全体に帰属しており、同じようにし
て多くの自由な市町村も国民の国家団体に統合され、小さな集団では十分
に解決されない生活上重要な課題を克服することができる。中央集権化は、
ここでは少なくとも、原則として常に分権化の奉仕者にすぎず、市町村の
弱点を調整しなければならない。―これに対して、真の「行政の中央集権化」
が存在するところでは、事情がまったく異なる。というのは、常に政府と
管区官僚機構が地方当局を支配しているところ、常に前者が後者に対して、
法律上の疑義がある事件やもっぱら裁量問題において、拘束的な、直ちに
執行しなければならない命令を下せるところでは、下からの責任を伴った
意思ではなく、上からの権力的意思だけが国家団体を支えているからであ
る。
「中央集権主義」の概念には二重の意味があるのと同じように、「分権
化」と「自治行政」の概念にも二重の意味があることが推察できる。官僚
機構のヒエラルキーと命令行政、従属原理の支配下では、常に「行政の
分権化」あるいは「分散」と呼ばれる制限された態様の自治行政しか存
在しない。―それは、市町村の自由の世界に存在する「自立した分権化」
（ハンス・ペータース〔Hans Peters〕の論文、例えば Grenzen der kom-
munalen Selbstverwaltung in Preussen, Berlin 1926、Zentralisation und 
Dezentralisation, Berlin 1928 を参照）と異なるものである。単なる「行政
の分権化」によって、支配的・官権的国家機構は形式的に制限を受けるが、
精神的に制限を受けることは決してない。というのは、法律上の疑義があ
る事件やより重要な裁量問題を過剰に抱える「分権化された」当局が、い
つも官僚機構の命令権に服従しているところでは、次のような結果が生ま
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れるからである。「下位当局の活動に対する上位当局の介入と、反対に下
から上へのお伺いが日常茶飯事となる。そこから、自立した分権化の保障
を支える制度にとってのあらゆる問題状況が発生する。」（ペータース）
従って、その場合、上から構築された権威主義的な国家組織の内部にお
ける「自治行政」の概念は、まったく特別な内容を有している。結局のと
ころ、ここでは、「分権化」はすべて中央集権主義の強化のための道具と
して役立っているにすぎない。―分権化の目的は、些細な事柄から国家の
負担を軽くすることなのである。従って、分権化の機能は、行政システム
の最下層において地元の名望家に共同支配させ、また、彼らが住民によっ
て選出される場合も、単に「名誉職」である場合も、官僚機構の権威への
信頼、服従の気持ち、責任を負うことへの躊躇いが染み付く結果となる。
こうした支配者的な行政実践に従って、フランス、ドイツ、オーストリア、
イタリア、スペイン等では、「自由主義的な」統治も、自己責任や集合的
信頼のためではなく、命令と服従のために絶えず国家市民を躾けようとす
るのである。―ヴェルナー・ネフ（Werner Näf）（Staat und Staatsgedan-
ke, Bern 1935）がフランスについて述べたことは、これらの国すべてにつ
いて妥当する。「今日でも、この議会制の共和国の国民は、明らかに制限
されているように思われる。というのは、彼らは、行き過ぎた官僚機構の
中央集権と付き合い、絶対主義の百年間の遺産を受け継いでいるからであ
る。この国は典型的な西ヨーロッパの民主主義国家であると言われるが、
それは形だけで、行政と日常の政治は権威主義的に形成されている。」
それどころではない。―かつての絶対主義と比べると、大陸の自由主義
は、国家組織の権力を拡大し、それとの関係で、国民の国家信仰を過度に
拡大するのを手助けした。こうした事態は、確かに国家の任務の大幅な増
加や社会立法の継続的な拡張、さらには、住民によって選出された多くの
地方政治家が行政の命令のヒエラルキーの中に組み込まれたことから生じ
た。地方自治体は、地域とは疎遠な命令権力の極めて強い統制下におかれ
て、また、包括的な裁量の自由を有していないために、自由な人間の真の
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信頼共同体へと発展することを依然として阻まれていた。―従って、自由
な民主主義組織に、倫理的な基礎が欠如していた。とにかく、次のことが
言える。法律上の疑義がある事件やより重要な裁量問題が過剰に存在する
とき、原則として、より強い共同体の権利がより弱い共同体の権利に常に
優先するとしたら、どうやって住民は、法の理念よりも権力の理念の妥当
性を信じる習慣を止めることができようか？要するに、大いに賞賛される
あらゆる自由権の中で、他の権利をさらに生き生きとしたものにする重要
な権利、すなわち、市町村の自由が忘れ去られてしまったのである。
様々な状況が相互に作用して、自由民主主義にとって重大な結果を招く
発展がもたらされた。習慣の力、きわめて形式主義的な思考、権威主義的
な秩序という鎹の必要性、命令できることの喜び、国民に対する不信。こ
れらすべてが、本質的な問題を認識するという課題の前に立ちふさがっ
た。わけても、人々は、ヒエラルキー的に構築された行政機構だけが、個々
に追求される党派的ないし地域的な特殊利益を抑制できると考えた。中央
集権的な国家形態において普通にみられる激しい党派間闘争は、こうした
見解を正当化するものであるとする極端な考え方が見られたが、他方で、
ひょっとしたら真の徹底的な分権化が政党間の対立を緩和する手立てとな
り得ると、あえて期待する人はほとんどいなかった。それどころか、むし
ろ、支配者的な国家観念は、中央集権的な命令行政の維持を「民主主義の」
原理の名において正当化することを極端に強く推奨した！
この関係で、例えば、指導的な国法学者、ハンス・ケルゼン（Hans 
Kelsen）の考察（VomWesen und Wert der Demokratie, Tübingen 1929）
を参照してほしい。「執行の合法性―これは、民主主義的立法においては、
国民の意思、従って民主主義それ自体を意味する―は、中級および下級の
官庁においては、自治行政団体によって保持されるよりも、中央当局に任
命され、中央当局に対して責任を負う単一機関、すなわち、従って、この
国家意思形態の一部である専制的な機関によってより良く保持されること
は明らかである。」それを越えて、フランス行政法の明白で論理的な構造は、
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もう一人の偉大な法律家、モーリス・オーリュー（Maurice Hauriou）
（Précis de droit administrative et de droit public, Paris 1933）に感銘を与
えた。オ―リューは、フランス行政法が政治的自由に対する危険を内包し
ていることを認めていたにもかかわらず、である。また、さらにベネデッ
ト・クローチェ（Benedetto Croce）は、1927 年になお、そのイタリア史
の中で、基本的に中央集権主義と官僚機構への批判に対して弁護する考え
方をとり、さらには「地方自治体主義者」に対して、しばしば否定的な意
見を表明した。
プロイセン・ドイツにおいても、強力な官権国家の伝統のせいで、人々
が普通に市町村を特に政府権力の道具とみなす考え方をとったことは、
まったく自然の成り行きであった。「経験が示すところによれば、いかな
る国家も、市町村団体と機関を持たずに存在することはできないし、そ
の任務を達成することもできない。（・・・）従って、市町村および市町
村連合の活動は、従って、国家が直接引き受けている任務の組織的な補
完である。」（K. Th. von Eheberg im Handwörterbuch der Staatswissen-
schaften, 1927）―「プロイセン・ドイツの法に関しては、地方自治体の根
源的な性質はいわゆる自立的な有機的組織体としての特性であるとする主
張も、「地方自治権」も問題にならない。（・・・）自治行政の能力それ自
体は、市町村の固有の事項における行政の自由であるが、それは国家の贈
り物である。」（Stier-Somlo im Handbuch der kommunalen Verfassungs- 
und Verwaltungsrechts in Preussen, 1919）―このような物の見方にあっ
ては、フランツ・シュタインバッハ（Franz Steinbach）（Geschichtliche 
Grundlagen der kommunalen Selbastverwaltung in Deutscland, Bonn 
1932）が、中世の都市の自由は、「度を越した特権の付与」によって「過
剰な発展」を遂げ、結局のところ、一つの―退廃現象であった！と推論し
たとしても、少しも驚くべきことではない。
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（３）自由主義化された官権国家としてのフランス（1789 年～ 1940 年）
近代フランス、殊に第三共和政の歴史を大きな悲運が見舞った。世界で
フランス国民ほど情熱的に自由な憲法のために格闘した国民はなかった。
他のいかなる国民も、世界の自由のための闘争において、この不滅の理念
を仲介することはなかった。この力強い自由への努力の成果として、特に
基本的人権の保障をあげることができる。この基本的人権は、―とりわけ
官庁による侵害に対しても―1875 年から 1940 年までの間、模範として高
く評価された。しかし、権威への信仰、服従、責任を負うことへの躊躇い
といった精神を根絶することはできなかった。というのは、フランスの自
由主義国家思想を引き合いに出すのは、いつも憲法思想だけであり、はる
かに重要な行政思想を引き合いに出すことはなかったからである。
周知のようにフランスではすでに、17 ～ 18 世紀の絶対主義王制が全国
家行政のきわめて強力な中央集権化を実現しており、確かに当時、下級役
人を従えた国王の総督が地方の生活のすべてを厳しく統制していた。―こ
のアンシャン・レジームの支配者的秩序と急激に対立する中で、この後、
1789 年の大革命は、真の自治行政システムを樹立しようと努めた。ルソー
の小国家的理念に支えられて、革命の最初の数年間、国家権力とは本質的
に異なる、従って自立した市町村権力を国家権力に対置すべきとする見解
が勝利した。それに応じて、4 万の市町村で官吏のすべてが住民自身によ
り選出され、命令による中央当局の統制権のすべてが廃止された。同様に
して、上級の行政組織、特に県において、命令権を有する中央政府の機関
はいっさい許容されず、ここでも自治行政理念が純粋に実現された。―フ
ランスを下から構築された公共団体へと改造し、伝統的な官吏のヒエラル
キーを廃止し、従って、市町村の不自由の国を市町村の自由の国へと変化
させることは、偉大な試みであった。この試みが成功していたならば、同
時に導入された個人の自由、「人権」も強固になり、その効果が完全に実
証されたであろう。
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しかしながら、1789 年に始められた分権化の実験は、完全に頓挫した。
社会主義者の歴史家、アルベール・マティエ（Albert Mathiez）は、フラ
ンス革命に関する著作（1921 年）で次のように述べた。「合衆国では同様
の組織が最良の結果を生み出した。というのは、長い間自治行政に馴染ん
できた住民が、自由な精神をもって、この組織を運営したからである。し
かし、フランスは、何世紀にも渡り官憲にすべてを期待することに慣れて
しまった古い君主制国家であり、この君主制国家が突然、新しい形態へと
付き落とされたのであった。アメリカでは、民主政が異議を唱えられるこ
とはなかった。人々は国民を信頼し、その運命を国民自身の手に委ねたが、
国民はそれに値したのである。フランスでは、大半の人々は、新しい制度
について何も理解していなかったし、また理解しようとしなかった。彼ら
は、自分たちに与えられた自由を使って、その自由を効力のないものにし
てしまった。彼らは、自由を奪う鎖を再び望んだのである。こうして、導
入された分権化は新しい秩序を揺るがし、それを固める替わりに、転覆す
ることとなった。まさに人民主権（Volkssouveränität）は、可能なあら
ゆるところで、法律の権威を徐々にむしばむことにより、アンシャン・レ
ジームの復活をもたらす恐れがあった。」
意識していたか否かに関わらず、人々は、確かに 1789 年には正しい道
を歩んでいた。ただ人々は、分権化をきわめて性急かつ図式的なやり方で
実施し、これが大きな不幸をもたらしたのである。わけても人々は、州の
自己意識とその特別な自由を受けついで、有機的に継続して組み立てる替
わりに、これを根絶することに取りかかった。―こうして、実際には、イ
ギリスの国家思想家、エドマンド・バーク（Edmund Burke）がすでに
1790 年に述べたように、地域の特権のすべてを平準化することによって、
国家の支配思想と権力思想が途方もない高みへと釣りあげられた。それを
越えて、人々は、新しい制度がすぐに新しい考え方を創り出すだろうと、
浮世離れした国家主義的な期待をもって、国を本来の行政ヒエラルキーの
状態へと置き換えた。じきに世間一般の人々は、革命がフランスを 4 万の
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共和国に解体したことについて不満を訴えた。
この精神的な混乱を克服する意思が、1792 年、オーストリアへの宣戦
布告に決定的な影響を与えたことは、周知のところである。このことは、
なかでもジロンド派のイスナール（Isnard）が宣戦布告を要求した言葉が
証明している。「国民が勝利の旗に夢中になる瞬間は、人々があらゆる特
殊な利害を忘れる瞬間でもある。」―そして、まさに戦時において、精神
的に分裂した、けっして集合的信頼へと育て上げられなかった国民の中で、
あまりにも唐突に行われた分権化が大きな不利益をもたらしたことは、す
ぐに明らかとなった。数多くの中央政府の自治行政官庁が服従の解消を告
げることが度々あり、それどころか、外部の敵国と連携することもあった。
フランスでは真の自治行政に向けた努力を「連邦主義」と呼んでいるが、「連
邦主義」は、それ以来、国民国家の危機とみなされた。―この見解が支配
的であることは、今日まで変わっていない。
中央集権主義の復活にとって、まず第一に 1793 年～ 1794 年の恐怖政治
の時期が決定的となった。当時、「全体主義的一党独裁の最初の形態」で
ある革命政府は、すべての県に特別委員を派遣した。彼らは全権を与えら
れ、この権力をまずは、支配的立場にあった「山岳党」のすべての敵を自
治行政官庁から「一掃する」ために行使した。A. オーラール（A.Aulard）
が証明したように、特別委員はたびたび救済者として歓迎された。国民の
大半は、「この中央政府の奉仕者を革命委員会の不当な干渉および様々な
地域的専制に対する擁護者とみなした。（・・・）中央集権化は、それが
官庁や行政において明るみに出る前に、人々の心の中に生まれたのであ
る。」
恐怖政治の時期が終わった後、それに続く政府もいったん始まった粛清
の実践にその都度固執し、これは 1799 年に最初の共和国が崩壊するまで
続いた。そしてナポレオン・ボナパルトの軍事独裁の下、当時、フランスは、
今日まで付きまとっている厳格に組織された官吏のヒエラルキーのシステ
ム、厳しい中央集権的官僚機構の行政秩序のシステムを手に入れた。1800
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年以降、中央政府の下位政府としてのフランスの県のすべてにおいて、個
人に帰属する包括的な命令権を有する知事が公職に就いた。すべての村に
おいて、市長は再びこの知事に従属した。19 世紀にも非常に多くの国家
変革が行われた。－それ以後、見かけだけの市町村を伴ったナポレオンの
行政秩序の基本構造に、もはや決定的な変化は起こらなかった。
知事の権能について、ガストン・ジュゼ（Gaston Jèze）は数十年前に
詳述している（DasVerwaltungsrecht der Französichen Republik, Leibzig 
1913）。「知事は、県における政府命令の執行、法律と命令の公布と執行の
任務を負っている。知事は、直接税のリストに執行力を付与し、公益目的
のための収容手続きを指揮し、国家の名において契約を締結し、県のすべ
ての裁判所における裁判手続きで国家の代理を務める。知事は、国家の官
吏の多くを任命しなければならない（公立小学校の教員、郵便配達夫など）。
知事は、権限争いにつながる権限確認の申し立てを行い、わけても市町村
および公的施設に対する行政監督を行い、県における警察の任務を委託す
る（知事は、警察令を公布し、個々の警察命令を出す。）―これらは、知
事の法的権限のなかで最も重要なものである。さらに知事は、法律には規
定されていないが、実際には最も重要な意義を有する 2 つの権限を有して
いる。知事は、政治的観点から官吏を監督するとともに、選挙人が時の政
府を支持する候補者に投票するよう全力をあげて配慮する。」
今日では、形式的に見れば、確かに第三共和国は、県と市町村におい
て、選挙された国民代表を創出した。しかし、実際には、行政上の命令と
服従の原理に固執したため、このことはあまり大きな意味を持たなかった。
1871 年以降、すべての県において、国民選挙によって総評議会が任命さ
れた。しかし、その権限は非常に小さかっただけでなく、総評議会は、そ
の行った議決の執行を完全に知事に委ねなければならなかった。－市町村
に関しては、1884 年以降、市町村は、自治体評議会を選挙し、この地域
議会に市長を任命させることができた。しかし、ここでも、相当な重要性
を有する議決のすべて、従って財政事項のすべてについて明確に承認する
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ことは、知事部局の所管であり続けた。知事は、あらゆる裁量問題におい
て明確に「合目的性に従って」（知事に属する「裁量権」によって）決定
することができた。従って、市町村議会はもっぱら知事の執行機関とみな
され、わけても市町村の予算は始めから知事とその部局の官吏が作成する
方途を優先した。―こうしてジュゼは、首尾一貫して次のように確認した。
「フランスで知事が創設されてから早くも 110 年になるが、このナポレオ
ンの創造物はわずかたりとも変更されていない。実際、民主主義共和国が、
もっぱら独裁の装置として創造されたメカニズムを維持していることは、
不思議なことである。（・・・）従って、知事が現在の地位にとどまって
いる限り、フランスで真の自治行政について語ることはできない、という
のが大多数の見解である。」
官吏のヒエラルキーとこのヒエラルキーによって担われた中央集権的な
命令行政という生得の秩序機構に支えられて、第三共和国は、結局のとこ
ろ、これに抵抗する道を歩むことはなかった。第三共和国は、国家市民に
広範な自由の領域を保障したが、同時に、国家市民に自主的に支えられる
べき集合的義務を課すことをしなかった。第三共和国は、あらゆる重要な
裁量問題について、官僚機構の包括的な命令権力を（官僚機構の「裁量権」
とともに）下に向けて存続させることによって、権威主義的な秩序原理を
倫理的な秩序原理によって置き換えることを断念した。すなわち、第三共
和国は、集合的（超党派的な！）責任意識を持ち、信頼に満ちた共同活動
に従事する市町村市民を育成することを怠ったのである。換言すれば、社
会は、―封建制と絶対主義の時代にそうであったように、ばらばらに原子
化されたままにとどまった。
こうした状況の下で、自由のための努力のすべては、繰り返し、個人主
義的および集団的な特殊利益へと流れ込まざるを得なかった。これが変化
することは、人々が、自由主義的な国家秩序の下で、過去の権威主義に由
来する生活習慣に強く固執している場合、まったくあり得なかった。フラ
ンスの中央集権主義の擁護者がかつて述べたことは、確かに正しい。「自
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治行政にとって基本的条件である市町村に対する尊重が、フランスには今
なお存在していない。実際、フランス人は独自の考え方をしていた。それ
によれば、スイスの市町村政策はフランス人にとって本質的に疎遠な方法
である。というのは、組織に対するいかなる強制も、また、そもそもいか
なる限定も、フランス人の意にそぐわないからである。フランス人にはこ
う思われた。」
これらすべては、次のことを示している。第三共和国の人々は、いつも、
ある種の循環論法によって動いていた。人々は、秩序の鎹となる権威主義
的な官吏のヒエラルキーと中央集権的命令装置を自由に使えたため、自由
の概念と個人の特別な努力とを同一視できるものと考える習慣があった。
―人々は、自由と個人主義を相互に同一視したために、再び必然的に権威
的行政システムが必要になった。その結果、自由と秩序は、有機的な結合
を遂げることなく、2 つの別々の領域に所属した。それとともに、個人主
義と集団主義も、同じジンテーゼのレベルで相互を受け入れることをせず
に、相互に重複する存在、そして相互に敵対する対抗力であり続けた。
換言すれば、あらゆる秩序は行政の命令権力、従って権威主義的源泉か
ら流出するため、自由な共同体意思へのいかなる真の信頼も、政治的自由
への意思と合致することがなかった。人々は、意図的に、国民の政治的影
響力を 4 年ごとに議会議員を選挙する権利に限定した。イギリスにはスイ
スをモデルにした国民投票は存在しない。それは、政治的指導者と国民の
間に深く根ざした信頼があるため、このようなものは余計であると考えら
れたからである。第三共和国では、人々は、まさに反対の理由から一切の
国民投票を回避した。というのは、第三共和国では、政治的指導者は、直
接的な国民意思のすべてに対して深い不信を抱き続けていたからである。
―1848 年に、ナポレオン三世に帝位への道を開いたのは、自由な国民選
挙だった！
次のことは明白である。不幸なことにフランスの議会主義にいつも欠け
ていたものは、政治的指導者と国民との固い信頼関係であった。前述した
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ように、官僚機構によって支配され、強大な従属システムに組み込まれた
市町村は、超党派的な信頼共同体ではなかった。もちろんそこでは、選挙
民が、国民議会におけるライバル政党の指導者に対して最低限の信頼を抱
くこともあり得なかったであろう。民主制は、長い間にはこの信頼なしで
すますことができないにもかかわらずである。その代りに人々は、いたる
ところで、自分が最も信頼する人物が権力の座に着くのを見たいと、なお
さら強く望んだのである。これらの人物が実際に政権の座につくと、その
政党支持者は、彼らに対して、彼ら自身の裁量で権力装置を操作し、当局
の命令によって独断的に法律を解釈し、「合目的性」に従って命令を公布
する権利を進んで与えた。―こうしたことは、いずれにせよ、あらゆるレ
ベルの官吏のヒエラルキーが日常的に行っていることを、人々は分かって
いた。
これらすべてを含めて、18 世紀のシャンフォール（Chamforts）の言葉
は相変わらず真実であった。「イギリス人にとって権力は無であり、法律
がすべてである。フランス人にとって法律は無であり、権力がすべてであ
る。」―また、ナポレオン一世は、かつて次のように述べた。「フランスで
は、一般利益は、物事自体にではなく、つねに人間にのみ向けられていた。
これは、真剣に自由を欲する国民にとっては、いかがわしい査定である。」
同様にナポレオン三世も述べている。「わが国では、社会は、あらゆる進
歩のきっかけを政府に期待している。」
要するに、次のことが確認できる。イギリス、オランダ、ノルウェー等
の「王国」は、その分権化された行政構造を基礎にしており、さながら、
ある種の世襲的大統領制を伴った共和国に見えた。他方でフランスは、そ
の中央集権的命令行政によって、今日まで本質的に君主制国家であり続け
た。―この君主制国家は、第三共和制時代に何百人もの議員で構成された
議会により不合理な方法で支配されたのである。換言すれば、市町村の自
由から成長した国民国家では、自由民主主義憲法が有機的に発生したが、
それは全国民の権利意識に根差していた。他方でフランスでは、自由民主
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主義憲法に、官僚機構の官権国家、行政の命令・権力機構が人為的に詰め
込まれたのである。イギリス人、アメリカ人、スカンジナヴィア人、オラ
ンダ人、スイス人は、自由を生活に不可欠な争う余地のないものと常に感
じていた。フランス人にとって自由は、むしろ熱狂的に追求された一種の
実験とみなされ、―そのようなものとして、実証試験を課されたのである。
フランスでは、それ以外はあり得なかった。ヒエラルキーと民主主義、
従属と自由の不合理な結合は、国家組織に何度も何度も醜い瘤を浮き上が
らせた。市町村において官僚機構の型通りの指令に反対して何か重要なこ
とを達成しようとしたら、その選挙区の国民代表を迂回して政府と権限あ
る所管の大臣にアプローチするのが、最も目的にかなった方法であった。
―場合によって、所管の大臣は、県知事に上から然るべき命令を与えた。
絶え間ない議員の行政への介入は、自ずと財政的影響力の行使の試みに門
戸を開いた。その結果、再び自ずと、不必要な舞台装置の移動と不信任投
票が生み出された。それは、フランスの議会制に非常に喜ばしくない特徴
を与え、わけても非常に多くの不必要な内閣崩壊とゆゆしい財政不祥事を
引き起こしたのである。
次のことは、自然の成り行きである。行政の中央集権主義とそこで具体
化される従属の原理の支配下で、フランスの議員はあまりにも大きな権力
を持ち、その誘惑に負けてしまうことが何度もあった。これについてハロ
ルド・バトラ （ーHarold Butler）は、その著書 Der verlorene Friede（Zürich 
1944）で次のように述べている。「銀行家や企業家の合図に応える用意の
できた新聞業界人や代議士が、左派にも右派にも常に存在した。公共の調
達や事業の割り当ては、たとえ政府の公務であったとしても、彼らの希望
に応じて行われなければならなかった。（・・・）大半の省庁では、本当
の権力は、けっして権限ある担当者によって行使されるのではなく、『官房』
によって、大臣が個人的に指名した人々で構成される私的な事務局によっ
て行使された。政治的な人事と財政の事項については、これらが排他的に
権限を有した。」換言すれば、多くの大臣は、その短い（平均して 8 カ月の）
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在任期間中、派閥の友人たちのために権力を行使し、―下は市町村当局に
至るまで、すべての行政のヒエラルキーは、その命令に黙って従わなけれ
ばならなかった。
これらすべては、現行秩序に対する誰の目にも明らかな不快感を生み出
した。教養のある人たちのかなりの部分は、「官房の共和国」に否定的な
態度をとり、非常に広い範囲で人々は、議会制を国民の国家形態とは思わ
ず、せいぜい必要悪と受け止めた。国民と政治家との関係について、ジャッ
ク・マリタン（Jacque Maritain）は、その著作 A travers le désastre（1941）
において詳述した。「国民は、その寄生虫に順応した。というのは、国民
にはそれを寄生させる相当なメリットが確かにあったからである。国民は、
煩わしい責任を寄生虫に押し付けた。国民は、寄生虫から無数の小さな利
益を引き出した。すべてがうまくいかなかったとき、国民は、寄生虫を誹
謗して怒りをぶちまけることができた。内情に通じた国民は、寄生虫の無
責任な行為に関心を寄せ、ある種の皮肉を込めた寛容さで、寄生虫を好き
勝手にふるまわせることに与したのである。国民は、―この寄生虫にうん
ざりする瞬間まで、長い間、否応なしにこれを愛し、恐れ、耐えてきた。
―この瞬間は数年前から始まっていた。」
確かに、1919 年まで人々は、議会主義の下でまあまあ呑気に暮らして
いけた。なぜならば、小農民、小市民、小年金生活者の国として、フラン
スは、当時、きわめてまとまりのある社会構造を持っていたからである。
しかし、第一次世界大戦後、大資本形成と工業化が急激に進み、国家の命
令機構が国民経済と社会政策の分野にまでその権力を次第に強く拡大する
ようになったとき、社会的熱狂と階級対立が次第に激しく衝突しあうよう
になり、フランスをついに 1934 年から 1938 年にかけて内乱の淵にまで追
いやった。―ただ実際は、外交の危機という圧力があったため、内乱の勃
発には至らなかった。
1940 年の軍事的破局は、さらに右派と左派の対立、資本と労働の対立
がいかに和解しがたく先鋭化してしまったかを全世界に明らかにした。ま
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じめに考える人たちはみな 、ただちに、軍事的敗北を意図的にもたらし
たとして 2 つの大きな党派グループを責め始めた。しかし、国民の大半が
お互いに国への裏切りさえ働く可能性があると思っている国で、自由主義
の憲法をどうやって長期にわたり保持できるというのか？それは、軍事的
破綻であるだけでなく、最大規模の倫理的破綻でもあり、その点で類似す
る百年戦争やユグノー戦争、大革命の間の悲しむべき出来事を想起させた。
国の強力な党派はみな、躊躇することなく、侵入した外国の軍隊の力を借
りて内政上の敵を弾圧したのである。
こうして、フランスの国会議員は、1940 年 6 月末に圧倒的な多数決で
共和制憲法を廃止するに至った。それどころか、（ノルウェーやデンマー
ク、オランダとは正反対に）古いシステム（第三共和制）の指導的政治家
は、それ以後、反自由主義的・反議会主義的理念の熱烈な先駆者として登
場するまでになった。その際、政治家たちは左派も右派も、結局のところ、
起きたことについて共同で責任を負った。というのは、かつて徹底的な地
方自治体化に抵抗し、それとともに 1789 年の理念をまさにその核心にお
いて見捨ててしまったという点では、変わりなかったからである。第三共
和国において、中央集権的命令行政はゆっくりとではあっても徹底的に克
服することができたにもかかわらず、それをしないまま 70 年のすべてが
過ぎ去ってしまった。―この短くない期間は、利用されずに終わったので
ある！
こうして、1940 年のフランス人にとって、その従来の形式的民主主義
の鬼っ子を、むきだしの権威主義的な憲法形態と取りかえるのは容易で
あったが、その分だけ、行政の中央集権主義と議会主義の不合理な結合に
再び国家の理想を見出すことは困難になったであろう。しかし、自由を強
く愛する政治的にきわめて聡明な国民が、国家は「必要悪」であるだけで
はないと思わざるを得なかったのは、実際、当然のことであった。残念な
がら、今日、必要悪であることは確かである。現在取り組まれているあら
ゆる憲法改革と経済改革は、徹底的な行政改革と結び付けられなければ、
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目的を達成することはできないであろう。勇敢な戦いの結果、1944 年に
成立した「第四共和国」が行政の分権化の問題を本当に解決できるかどう
か、それに応じて、一般に熱望されている倫理の革新と、それとともに社
会の革新が実際に動き始めることになるであろうし、―あるいは、幻想に
とどまることになるであろう。
（4）自由主義化された官権国家としてのプロイセン・ドイツ
　　（1808 年～ 19３３ 年）
ドイツの侯国と、中でも強力な君主制的軍事国家プロイセンは、1918
年以前、周知のように議会制的民主主義国家ではなかった。国家の執行権
のすべて、および軍隊と官吏、警察の組織に関する命令は、つねに君主の
手中にあった。議会（邦議会）は、南ドイツの候国では 1818 年から、プ
ロイセンでは 1848 年から存在したが、しかし、立法と税の承認に関する
事項についてのみ共同決定することができるだけで、これは 1918 年まで
続いた。―同じことは、1867 年～ 1871 年に新設された帝国議会について
もいえる。
それ以来、候国はすべて、その起源と本質によって純粋な官権国家を
体現し、このことは、1918 年までまさに君主制の排他的な執行権という
形で表現された。ここでも行政システムは、つねに中央集権的・ヒエラル
キー的に組み立てられていた。プロイセンではすでに 17 ～ 18 世紀以来、
南ドイツ諸邦では遅くともナポレオンの時代以来（当時ようやく今日の領
土形態をとるに至った候国に限ってのことであるが）のことであった。―
プロイセンの東エルベの州では、大土地所有者の封建貴族が、その勢力範
囲においては 1872 年まで、より狭い「グーツベツィルク」においては更
に 1927 年まで、領主権として自治行政権を保持していた。そこにおける
特殊な発展は、ここで指摘しなければならないことを不必要に複雑化して
しまうという弊害があるが、しかし、この発展に言及しておくべきであろ
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う。
イエナの敗戦後、プロイセンでは偉大な国制改革者フライヘル・フォム・
シュタイン（Freiherr vom Stein）が、有名な1808年の都市条令を創造した。
この都市条令が目的としたもの、そしてそこから生じたものに関係して、
以下においては、フーゴー・プロイスの説明を引用する（Die Entwick-
lung der kommunalen Selbstverwaltung in Deutschland, Handbuch der 
Politik, Berlin 1912）。プロイスは、次のように述べている。「市民による市
議会議員の選挙によって、また、この代表機関への議決権と統制権の委任
によって、都市条令は、官権国家の対極に位置する地方自治体の自治行政
の原理および議会の自治行政の原型を官吏の官権国家の中に流し込んだ。 
（・・・）さらに都市条令は、たしかに地方自治体の活動を国家の監督下
においたが、厳密な法律の規定によってこの監督にしっかりした法律の形
態を与えた。」―シュタインのこの基本思想は、プロイスが引き続き詳述
したように、さらに 1831 年に都市条令の改正により決定的に放棄された。
都市の執行委員会である参事会は、確かに依然として市町村議会によって
選出された。しかし、参事会は、当時「国家権力の機関」であると宣言さ
れ、そのようなものとして州の官僚機構に従属させられた。その際、この
官僚機構の介入権について、特定の制限は定められなかったのである。
まず 1872 年には、個々のプロイセンの州のために、市町村の「自治行
政」を創造することを正式な目的とした郡条令も成立した。この目的のた
め、市町村に対する国家の監督は、もはや政府の官吏が独占的に行うので
はなく、いわゆる「上位の自治体連盟」、ないしは、その執行機関である
郡委員会と州議会が行うことになった。しかし、実際には、改革は、官僚
機構の管区組織の強化を招いただけであった。何が起きたか、再びプロイ
スを直接引用することにしよう。「従属させられた職業官吏と名誉職官吏
が混じった国家の官庁。これらの官吏は、度重なる蒸留手続きを経て任命
され、その結果、自治行政団体との生き生きした関係も地方自治体の責任
も消失してしまう。―国家の官僚機構の本来の担当者（郡長など）の指揮
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下にある国家の官庁。人々は、それ以来、これらの官庁を頑なに自治行政
機関と呼んだが、それは誤りであった。なぜならば、従属と分権は相互に
まったく相容れないからである。」―南ドイツの諸邦も、中央集権的命令
行政のシステムに優越的な地位を与え続け、そのため、カール・ブラーター
（Karl Brater）が 1860 年に次のような言葉で描いた状態を現実には克服
することができなかった。「市町村の自由の 2 つの要素のうち、1 つは自
律（Autonomie）であるが、これはほとんど認められていない。もう 1 つ
は自治行政（Selbstverwaltung）であるが、これは広く行き渡った国家の
管理によって萎んでしまっている。これに加えて、市町村当局の組織に関
する規則は、市町村の官僚機構が、外から支配する国家の官僚機構に内か
ら歓迎の手を差し出すことを見込んでいた。」
プロイスは、正しくも、「監督する」命令機関の活動に対する法的限界
の欠如が、システム全体の核心的部分である、と述べた。彼は、次のよう
に述べている。「自治行政に代えて、国家の官僚機構が上から地方自治体
の行政を指揮する監督は、法的に途方もないものであり、実際は自治行政
の廃止である。こうして、監督官庁は実際には上位の官庁となり、地方自
治体の自治行政の機関は従属させられた国家機関になる。監督と従属の取
り違えは、ドイツの、特にプロイセンの自治行政の慢性的な病である。こ
れは第一に、官権的な官僚主義の内在的思考方法による負荷を受け継いだ
ことに原因がある。この思考方法は、上位の官職と下位の官職という上か
ら下に階層化されたヒエラルキーの形態以外の官庁システムを考えること
ができなかった。」―これらすべてをシュティア - ショムロ（Stier-Somlo）
も確認している。「地方自治体に対する国家の監督権がしっかり制限され
ていることについても、異論を唱えることができる。それは、いわゆる固
有の市町村事項が国家の権限に所属していない限りにおいて、ただ形式的
に正しいにすぎない。しかしながら、よりによってこの固有の事項の限界
と、それとともに国家の監督権は意のままになったし、具体的なケースの
決定について自由な裁量を行う広い余地が残されている。」
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ワイマール共和国の最重要課題は、このきわめて権威主義的な官僚機構
の「自由な裁量」を十分考慮に入れた行政システムを、ゆっくりとではあ
るが、その分、より徹底的に解体することであったろう。従来の秩序の枠
の中にあって、行政の中央集権主義は、それでも意義を有していた。これは、
ドイツの君主制国家が封建主義と絶対主義の時代から受け継いだ官権国家
的な性格に対応するものであった。しかし、現在、1918 年に成立した共
和制的国家形態は、帝国と諸邦を議会制的民主主義国家に改造した。―ま
た、それは新しい「国民国家」を官吏のヒエラルキーとその命令行政から
解放し、自由主義的・ゲノッセンシャフト的な土台にしっかりと固定する
ことに、首尾一貫して取り掛からねばならなかっただろう。この方向に向
けた糸口は存在し、これをつかむことはできただろう。従って、たしかに
19 世紀には、市町村議会の住民選挙がどこでも定着し、少なくとも都市は、
当時国家がまだ等閑にしていた社会政策の分野を独自の構想で開発するこ
とに慣れていた。
新しい共和国は、なるほど地方自治体化の道の第一歩を歩み始めたかに
みえ、すべての市町村議会と郡議会の選挙について、民主主義的選挙制
度、それどころか比例代表選挙制度を制定した。しかし、はるかに重要な
ことが想起されなかった。それは、市町村に対する官僚機構の命令権力
を制限し、その後に廃止することであった。この点で、基本的にすべては
古いままにとどまった。こうしてグラムシ（Gramsch）は、次のように述
べた（Handbuch der Verfassung und Verwaltung in Preussen und dem 
Deutschen Reiche, 25.Auflage, 1930）。「市町村は、部分的に自己責任の下
で法律の範囲内における自治行政として公行政を担うか、あるいは国家の
委任行政として公行政を担う。その際、市町村は国家当局の指示に服従し、
従って、合目的性に関する問題においても、上位の官庁の命令に従わなけ
ればならない。」また、「自己責任による」自治行政の分野への官庁の介入
権に関して、グラムシは付加的に述べている。「監督の限界は、成文法に
明確に定められていない。それどころか実際は、市町村は、別の介入を回
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避するために、監督官庁の見解にたびたび従うだろう。」
ワイマール共和国の時代にあっても特に市町村がどれだけ不自由なまま
であったかは、例えば予算の作成において明らかであった。「確かに、年
度計画に使われる様式は、厳密に定められていた。面倒な事態を避けるた
めに、市長は最初から、初級官庁として国家監督を行う下位の行政官庁に
おける事務所長の関与を認めた。たいていは、この国家監督の本来の担当
者が、適当な事務所官吏に市町村予算の作成を委任した。こうしたやり方
で作成された予算案は、監督官庁の承認を得ることが確実であった。なぜ
ならば、事務所長と、その部下の官吏は、実際、後に国家監督の代理人と
して公職につき、予算案を承認しなければならない機関と同じであったか
らである。（・・・）少なくとも四半期ごとに市町村行政は、市町村会計
の収入と支出に関する厳密な一覧表を提出しなければならず、今では全く
必要なくなっているが、予算帳簿についても事前に新たな承認を得なけれ
ばならなかった。」（ハインリッヒ・リッツェル〔Heinrich Ritzel〕）
次のように言えるだろう。歴史的にみれば、プロイセンの市町村と、そ
もそもドイツの市町村の自立性の欠如は、中世の農民の不自由が形態変化
したものに他ならない。都市も、法的な点ではより良い位置にあったが、
ワイマール時代にはやはり、絶え間ない官僚機構の干渉のために真の市町
村の自由の精神を実現するには至らなかった。都市が自らを信頼共同体と
はほとんど感じていなかったことは、古くからの習慣にこだわって、その
土地に不案内な市長を選出していたことから明らかである。なぜならば、
その土地に不案内な市長は、地方自治体の内部で意見が様々に分かれたと
き、―非党派的な位置を取れる可能性が最も高いと考えられたからである。
さらに、「意見の相違が最も少ないときに市町村行政とともに国家の監督
官庁に訴えかけることは、共和制的ドイツにおける市長村長の習慣の一つ
であり、これによって当然、国家の監督官庁の支配は繰り返し新たに強化
された。（・・・）官僚機構の国家機関は、自らを相変わらず市町村の上
位にある命令機関であると感じており、結果はやはりそれに応じたもので
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あった。市民と国家の関係が依然として支配服従関係であったことは、共
和国を象徴していた。」（リッツェル）
さて、不安を生み出すまさに本来的な要因（それは、部分的には賠償金
の負担によって引き起こされた）は、次のようなものであった。議会制化
された帝国は、官権国家から受け継いだ権威的行政システムを維持するだ
けでなく、強化し、それどころか極限にまで押し進めた。これは特に、帝
国と諸邦が 1919 年以来取り組んできた多数の社会立法活動との関係で生
じた。その際、新しい社会立法と関係するほとんどすべての事項が、いわ
ゆる委任行政の領域に割り当てられた。―それどころか、この「委任され
た」事項について、市町村は、前述したように、すべての裁量問題において、
従って無制限に管区官僚機構の命令権力の下にあった！従ってまた、ある
発展が必然的に重大な結果をもたらすことは、明らかであった。この発展
は、次のような結果に終わった。「自治行政事項は後退して、次第に委任
事項がそれに取って代わった。」（ルッツェル）これらすべては、官吏のヒ
エラルキーに、以前の第二帝国の時代にはけっして持っていなかった権力
的地位を与えた。
これらすべてに加えて、1919 年以来、ついに中央集権的な帝国行政が、
すでにそれ自身中央集権的に支配されていた諸邦を越えて行き渡った。こ
こで決定的だったのは、エルツベルガー（Erzberger）の財政改革であっ
た。この 1919/20 年の改革は、すべての重要な税収を帝国の直接行政の下
においた。それによって、連邦主義的な憲法システムに単一的な財政シス
テムが詰め込まれた。それ以後、帝国の官僚機構は、3 つの下級官庁に区
分されて、帝国税を要求し徴収しなければならず、まもなく、二重行政を
回避するために州と市町村の税に関する行政も徐々に自分たちの意のまま
にするようになった。そして、すでに 1920 年代には、洞察力のある評者
は、次のような問題を提起した。「ワイマール憲法のシステムは諸邦の国
家性を認めているのだろうか、どの程度認めているのだろうか。また、市
町村の自治行政を保障しているのだろうか、どの程度保障しているのだろ
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うか。ワイマール憲法のシステムは、市町村の自治行政の発展に際して、
保持されうるのだろうか、どの程度保持されうるのだろうか。」（Schulze, 
Das neue Deutsche Reich, Dresden 1927）
まさに市町村は、新しい帝国の中央集権化の犠牲者の主要な一部であっ
た。エーベルク（Eheberg）は、1927 年にこれについて述べている。「帝
国は、歴史的発展を顧みないで、また邦と市町村の税の必要性を考慮しな
いで、あらゆる重要な税源を自らのために要求した。こうした事実の下で、
邦と市町村の自己責任はもはや失われてしまった。そこから、市町村にとっ
て 2 つの不利益が生じた。国家による監督に、帝国による別の監督が加わ
り、目標を意識した、自己責任に基づく財政事務の執行が不可能になった。」
―シュルツ（Schulz）も同様に述べている。「エルツベルガーは、帝国独
自の直接的な財政高権を樹立しようと努力することによって、市町村の財
政的支柱をへし折ってしまった。それによって引き起こされた発展に直面
すると、帝国憲法第 127 条における厳粛な自治行政保障は、しばしば嘲笑
のようにみえる。というのは、自治行政団体が行政のために必要な収入を
自ら獲得できないとしたら、真の自治行政は考えられないからである。」
この極端に中央集権的な行政システムは、初期の共和国から生命力を
奪ってしまう効果をもった。―しかも、これは、1929 年～ 1933 年の大き
な経済危機の前の長期にわたるものであった。実際には、ヒエラルキー的
な官僚機構の大きな組織が共同体の事項の大半を命令によって、従って独
自の権力と責任によって細部に至るまで規制するような、自由主義の国家
形態が、なおも長期にわたり継続することなど、どうやってできただろう
か？都市と邦の自治行政に対して好意的な市長が常に存在しているところ
では、彼らは、単なる「総督」（Satrapen）であることに対して一致して
不満を訴えた。客観的にも活動の自由の余地は、もはやほとんどなかった。
しかし、専門家グループが見込んだように、市町村が自由に処理できる事
務のため使えたのは、1929 年には確かに全財源のわずか 3％にすぎなかっ
た。一方、帝国と諸邦によって定められた義務的事務には全財源の 97％
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が必要とされた！
このような状況の下で、シュタインバッハ（Steinbach）は、正しくも
次のように述べている。自治行政は、「前世紀の君主制的中央集権主義よ
りも、議会制的中央集権主義によって脅かされた。（・・・）邦に対する
国家の不満は、国家の民主化によって納まらなかった。西ドイツでは、自
分の日常問題に関わる事柄と理解している公的事項への住民の関与は、18
世紀には、今日におけるよりも著しく広範で、また活発であった。」換言
すれば、ワイマール国家の形式的民主制の内部では、活力に満ちた行政の
民主主義、従って、党派を越えた真の共同体意識が機能する余地は、かつ
ての絶対主義の時代に比べても、ほとんどなかった！
まとめとして、次のことを確認できる。議会主義化されたドイツの共和
国は、外交的、経済的な時代の病よりも遙かに致命的に作用する行政構造
の欠陥に苦しんだ。というのは、民主制の萌芽である市町村が、生き生き
とした超党派的な信頼共同体となることはなかったからである。むしろ市
町村は単なる従属的な行政区域であり、その従属の度合いはかつてよりも
遙かに高かった。また市町村は、かつてと比べてより包括的に、その土地
に不案内な管区官僚機構によって指揮された。―分かるだろうか。市町村
は、管区官僚機構の「自由な裁量」と「合目的的な判断」によって指揮さ
れたのである。しかしながら、市町村は、個々の具体的なケースで法律が
どう適用されるべきかについて、やはり権威主義的なやり方で決定した。
このような条件の下で、あらゆる国民階層が君主制的官権国家から受け継
いだ権威への信頼と従属的な考え方は、どうやっても堰き止められなかっ
ただろう。　　
事態がどうであったかは、例えば、市町村議会がしばしば提出された予
算計画のすべてを強く忌避したことに示されている。というのは、市町村
議会は、単なる同意権の行使を断念するほうが誠実であると考え、この任
務をより適切な所管官庁、すなわち、邦政府により任命された国家特別委
員に任せたからである。また、指導者原理への同様の信仰から、ドイツでは、
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経済的躍進の時代において、好景気に沸いた 1925 年～ 1929 年の間も、次
の 2 つのフレーズが、他にも増して頻繁に聞かれた。「国家において誰も
が共同決定できるとしたら、結果的にうまくはいかない。」―また、「この
ような酷い事態から我々を救いだす人間は、いったいいつ現れるのか？」
これらすべてを考慮すれば、強く権威を信じて疑わず組織を好む、プロ
イセン軍国主義の薫陶を受けたドイツ国民にとって、「議会主義」が意味
することはただ一つ、何よりも信頼に値する政党の意思に無条件で従うこ
とであった。そこから自ずと、次の状態がもたらされた。すべての大政党は、
厳格に中央集権的に組織され、独自の党官僚機構によって権威主義的に指
導される組織へと発展した。このような形成物は、その本質に従って、国
家の中にあっても中央集権化と官僚主義化とをともに急きたてるだけで、
従って、「市民の」党であろうが、「マルクス主義の」党であろうが、すべ
て、必然的に議会制的「民主制」の墓掘り人となった。
要するに、呪われたワイマール共和国は、行政的に考察すれば、極端な
権威主義的国家システムへの準備段階ないし移行段階として歴史に残るこ
とができた。自由主義的憲法と権威主義的行政との内的矛盾に直面して、
幅広い国民の間に現行秩序への喜ばしい支持表明を呼び起こすことがまっ
たく不可能であることは、最初から明らかであった。従って、まさに穏健
な「民主主義」政党は、いわば硬直した、そして活力のない、闘う心構え
のない形成物であった。熱狂的な権力意思だけが、命令と服従の原理によっ
て支配された国民において、政治運動に対して真の国民的性格を確保する
ことができた。この種の政党は、強大な中央集権的国家機構を手中にした
ら、ただちに他のすべての政党本部を「没収する」だけでよかった。－こ
れで、全体主義的な一党制国家の仕上がりである。
1866 年～ 1871 年にドイツがプロイセン軍事国家に屈服したことによっ
て、支配権思想の急激な氾濫が遅かれ早かれ不可避的になる恐れがあった
が、これが実際に意味したことについて、慧眼の同時代人は、はっきり
理解していた。頻繁に引用されるヤーコプ・ブルクハルト（Jacob Burck-
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hardt）の予言（Briefen an Friedrich von Preen）と並んで、特に影響力
をもったのは、ルツェルンの偉大な歴史家、A.Ph.v. ゼゲッサー（A. Ph. v. 
Segesser）が 1875 年にその著作『文化の闘争』（Der Kuluturkampf）の
結びにおいた言葉である。彼の著作は、国家社会主義の全体主義国家、こ
の怪物のような戦争装置の出現、その世界支配に向けた努力を、一面的に
1919 年のヴェルサイユ講和条約、あるいは 1930 年～ 1933 年の経済危機
のせいにすることが、いかに誤っているかを明白に証明した。1875 年の
ゼゲッサーの予言は、誰もが固く記憶に刻み込まねばならない。それは、
次のように述べている。
「ローマ人の世界支配は、数百年続いた。それは、ローマ人がギリシャ
文明を受け入れた後、未開の民族を自分たちの周囲においたこと、また、
ローマ人が共和制の基礎の上に育ち、シーザーと彼の法律と並んで、個人
と都市の自由に広範な活動の余地を認めたことによるものであった。ドイ
ツ人の支配は、短期間で終わるだろう。なぜならば、ドイツ人は、文明化
された国民に取り囲まれ、彼らを同化することも踏みつぶすこともできな
いでおり、専制国家の理念に立脚して、彼らの譲り渡すことのできない領
土で人間の自由を脅かしているからである。」
（５）他の自由主義化された官権国家
フランスとドイツにおける近代国家の発展を概観して分かったことは、
中央集権的官僚機構の行政とその基礎にある従属の原理に立脚した自由民
主主義憲法は、まっとうに成長することがほとんどできなかったことであ
る。中央集権的な官吏のヒエラルキーと当局の命令行政という秩序システ
ムを徹底的に克服することに成功しない限り、ゼゲッサーが 1875 年に警
告した「専制国家の理念」が運命を決する政治権力であり続けることは必
然であった。それはそうと、ここで、同様の自由と秩序の理念の内面的な
葛藤を他の中央集権的に組織されたヨーロッパの国家制度についても詳し
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く証明しようとしたら、骨が折れるだけだろう。従って、我々の立証を裏
づけ補完するために不可欠であると思われる若干の例に限って、おおよそ
を示すことにする。
イタリアとスペインについては、基本的にフランス、プロイセン‐ドイ
ツとほとんど異ならない観点が明らかになる。新しい王国イタリアの行政
は、ほぼフランスをモデルとして制定された 1848 年のサルディニア・ピ
エモンテ市町村法に基づいて構築された。ファシズム前期のイタリア（1860
年～ 1922 年）でも、国家行政と市町村行政の権能の厳密な区分はなされ
ず、従って、ここでも同様に、実際に官僚機構の命令権が最終的決定権を
保持していた。ここから、次のことが結論づけられた。「地域の市町村に
配分されたすべての重要な事務について、ほとんどどこでも、市町村の提
案と決定が依然として拒否されていた。ここで市町村は国家の補佐にす
ぎなかった。」（E. ブルーサ〔E.Brusa〕）―プロイセンのモデルに倣って、
市町村に対する国家の監督は、1989 年に、委員の一部が州議会（州の国
民代表）によって任命される地域行政委員会に委任された。実際には、し
かし、この委員会はイタリアでも、これを指揮する知事とこれに所属する
他の政府官吏によって完全に支配されていた。すなわち、この委員会は、
自治行政機関ではなく、法律を自身で解釈し、また、大量に存在する法律
上の疑念がある事件や裁量問題を「合目的的な判断によって」規制する官
僚機構の傀儡にすぎなかった。
イタリアと同じようにスペインでも、自由主義時代（1830 年～ 1923 年）
の行政システムは「中央集権化された体制」であった。「それは、その画
一性、あらゆる機能の中央権力への従属というメルクマール、官僚機構の
要素の優勢、地方の中心機関の自律性の欠如、わずかな支配権によって特
徴づけられる。これらは、行政関係における法原則に含まれている。」（A. ポ
サダ〔A.Posada〕）従って、ここでも再び、あらゆる中央集権に本質的に
備わった当局の命令行政の支配と、それとともに「自由な裁量」の権威主
義的な行使が見られる。
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官吏に帰属する「法律を権威主義的に解釈する権利」は、特に国民から
見れば、とにかく「当局の恣意的にふるまう権利」にすぎないように見える。
この権利は、自由主義憲法の下にある南ヨーロッパにおいて特に不幸な結
果をもたらさざるを得なかった。イタリア（ここではまず第一に南部地域）
とスペイン―同様にポルトガルは、強大な大土地所有層と、なおも広範に
わたる文盲が存在し、そして、強力な中間層が存在しなかったため、市民
的伝統が大幅に欠如していた。このような状況の下で、「議会主義」は完
全に一面的なものであった。国中の自分たちの支持者に官吏のポストで報
いるために政府権力を勝ち得ようとする徒党の闘い、―そして、まさに政
府の急激な交代は、義務を意識した秩序だった行政の成立を困難にするこ
とが度々あった。イタリアでは 1919 年以来、スペインでは 1932 年以来、
社会的対立が発生し、この対立が極度に先鋭化すると、権威主義的行政ス
テムから権威主義的憲法システムへの前進を回避することは、長期的に見
ればもはやまったく不可能であった。
かつてのスペイン‐ポルトガルの植民地支配の時代には、個々の都市だ
けが包括的な自治行政を行っていたが、ラテンアメリカの共和国も、その
中央集権的・ヒエラルキー的な行政構造を受け継いだ。特に、ヨーロッパ
からの大量移住の結果、国民のほぼすべてかその大半が白人で構成されて
いる国々（アルゼンチン、チリ、ウルグアイ、ブラジル）について、その
ことが言える。その際、ラテンアメリカのどこでも、権威主義的な行政原
理は憲法生活の中に、詳しく言うと、国民によって直接選挙された国家大
統領が就任する圧倒的な地位の中に表現されている。全執行権力の所有者
として、大統領は、地域の官吏すべてを任命し、あるいは少なくとも支配
することによって、その在任期間中は官僚機構の組織のある種の安定性が
保障される。国民は、市町村の自由や地方の自己責任というものに慣れて
いないため、大統領に憲法の厳格な遵守を期待する考え方は持っていない。
従って、議会もまた、統制機関としてむしろある種の惨めな生活を送るの
が通常であり、それどころか何年にもわたり、存在してすらいない。
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ラテンアメリカの人々は、その分だけより懸命に、個人的な自由の獲得
のため努力した。この努力の結果として、人々の多くは、税を負担すると
き以外は国家権力のことをあまり感じないですむこと、また、国家権力を
何よりも官吏ポストの分配者として評価することを望んでいる。後者の機
能は、当時、アルゼンチンでは、特別な党名「人格主義」（Personalismus）
の起源にさえなった。他方で大統領は、自分が指揮できる、ただし小さな
軍隊に関して、自由主義的な国民感情を幅広く顧慮しなければならず、従っ
て、ラテンアメリカに存在する権威主義的支配が、自由に対して敵対する
全体主義的な立場をとる誘惑に駆られてしまう可能性はあまりない。
南アメリカにおけると同様の強い個人的自由への意思は、南東ヨーロッ
パのバルカン諸国にも生きている。社会構造から考察すると、ギリシャ、
ユーゴスラヴィア、ブルガリアでは、たしかに圧倒的に小農層が優勢であ
る。この 3 国は皆、数百年にわたりトルコの支配下にあって、その直轄の
州においてはキリスト教の貴族もキリスト教の大土地所有者も認めない政
策をとっていた。集団主義的な考え方をもったロシアの地方民と異なり、
バルカン諸国の小農は、まったく正反対の精神的な立場を示している。す
なわち、彼らは、昔から私有地を所持していたため、明白な個人主義を信
奉している。
さて、行政システムに関して変革のために何がバルカン諸国の国民的解
放を実現させたのか、これを見ることは興味深い。ギリシャについてサ
リポロス（Saripolos）は詳述した。「トルコの支配下には地方自治体の施
設、公共団体が存在し、拡大された自治行政を享受するとともに、その
官庁は選挙された。しかし、1821 年の革命と特に伯爵（Kapodistrias）の
政府は、この自由と地域の自立を抑え込み、古くからの地域の自治行政
の機関を、完全に中央政府の下に立つ単なる中央政府の機関に変えてし
まった。」フランスのモデルに倣って制定された 1833 年の市町村法によっ
て、それ以来、ギリシャでは実際の地方行政はすべて州知事のノマルヒェ
ン（Nomarchen）のもとにある。「市町村議会のすべての決定は、明白ま
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たは暗黙にノマルヒェンにより承認されなければならない。」（サリポロス）
その後、特に 1920 年代に改革で講じられた対策は、官権的な命令行政の
優位を揺るがすにはけっして十分ではなかった。
王国のセルビアとブルガリアは、同様に、当時、トルコの外部支配の伝
統に対する反感も手伝って、中央集権的官権国家として成立した。おそ
らくセルビアには、19 世紀の最初の 10 年間は、包括的な市町村の自由と
自治行政を求める本当の国民運動が存在した。しかしながら、1912 年～
1918 年の長期にわたった戦争状態と、その後の大セルビア国家としての
ユーゴスラヴィア王国の設立は、反対の意味で作用した。1921 年のユー
ゴスラヴィア憲法は、最も厳しい中央集権主義の支配を打ち立てた。結局
のところ今日まで、この状況は変わっていない。というのは、チトーの指
導下で 1945 年に宣言された「連邦」共和国は、暫定的にまだ全体主義の
支配を具体化しており、そのようなものとして、真の自治行政に存在の余
地を認めることができなかったからである。
周知のように、バルカン諸国でも、あらゆる議会制民主主義の憲法実験
が何度も破綻する結果となった。自由に選挙された議会が一時的に憲法上、
最高機関に昇格したとしても、国内政治はすべて定期的に、政党や派閥の
ひどい争いになってしまった。その都度の権力者の主な目標は、しばしば、
全国にいる支持者たちに官吏のポストと国の委託業務で報いることであっ
た。それでも政府が頻繁に交代するとき、官吏に残されたのは、ただ一つ
の努力、自分の短い在職期間にできるだけ早く私腹を肥やすことであった。
さらに野党は、憲法の保障があるにもかかわらず、多様な関係で政治的専
横にさらされた。バルカン諸国の小農がこの種の「民主主義」にあまり馴
染めなかったとしても、また、彼らの多くが今日、むしろ馬鹿げた言葉「国
民的性格の民主主義」に期待したとしても、なんら不思議ではない！
官吏の中央集権的支配に対するバルカン諸国の農民層の反感から、「共
産主義」に対する彼らの一時的な共感も明らかになる。―彼らは、共産主
義の下に一種の自治行政システムを想像した。これについては 2 つ、例を
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挙げておこう。1920 年代初頭、共産党がユーゴスラヴィアでまだ違法と
されていなかったとき、自由主義と個人主義の精神を持った山岳民のモン
テネグロ人は、よりによって共産党に大きな過半数票を与えた。また、農
民指導者のスタンブリンスキー（Stambulinski）は、1923 年にブルガリ
アの首相として市町村と州の本当の自治行政を導入しようと望んだとき、
政敵から「共産主義者」であるとして非難され、首都の職業政治家と軍隊
の反乱によって殺害された。これらのグループは、官吏ポストに対する彼
らのそれまでの独占が危うくなったと考えたのである。
さらに、1919 年にロシア国境にまで至る中央ヨーロッパの東部で即興
的につくられた議会制民主主義国家も、総じて中央集権的官僚機構の国家
団体として設立された。この際、一部ではとにかく、かつてのオーストリ
ア帝国やロシア帝国の中央集権主義のモデルが継続して影響を与えた。特
に大切なことが一つある。官権的命令行政のシステムは、ここではどこに
おいても、ドイツとロシアの間に存在する多数の「国民の小数派」に強い
対立感情をもたらす上で決定的な役割を果たした。その土地に不案内な地
域官僚機構の権威主義的な裁量の自由は、異なる言語を使用する市町村が
地域官僚機構によって指図されるところでは、当然ながら、きわめて激し
い不和を引き起こすに違いなかった。というのは、このような市町村にお
いて、無数の行政的な個別措置は、嫌がらせと考えられたり、あるいは、
やはりそのようなものと感じられたりする可能性があったからである。
これらの民族的に非常に多彩に構成された地域おいて、行政の中央集権
主義の主な目的が、国民の少数派に対する支配者的地位を「国民」（Sta-
atsvolk）に確保することにあったことは、まったく疑う余地がなかった。
これは、特にチェコスロヴァキアについても妥当する。人々は確かに、こ
の国を健全な民主主義の模範ケースとして認めようとした。―なぜならば、
言語的少数派は官公吏に比例採用されており、チェコの右翼政党と左翼政
党は、1938 年秋の外交上の破局まで非常に安定したやり方で共働してい
たからである。しかし、相変わらず、次の点は注意しなければならない。チェ
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コ人たちは、すべての地域官庁において決定的な命令権を持つポストを占
領することに常にこだわった。国家に対して敵対的な考え方をするズデー
テン地方のドイツ人にとっては、恐らくそうとしか見えなかったであろう。
同様にチェコ人の政治的団結も、とりわけ、辛うじて占めている彼らの多
数派の地位と、それとともに彼らの支配する国民としての地位を失わない
という目的に役立った。
要約すれば、次のことが明らかである。常に中央集権的な官吏のヒエラ
ルキーと官権的な命令行政が存在するところでは、国家団体は、権威主義
的で自由に敵対的な秩序の鎹によって、支配意思によって一つにまとめら
れている。そこから次の結論が生まれる。行政の中央集権主義とそれに帰
属する従属の原理という基礎の上で、自由主義的議会制的な憲法制度は、
もっぱら物事の真の本質を覆い隠すことに仕えており、これが本当のとこ
ろである。―その際、あらゆる自由主義化された官権国家では、しばしば
同じ光景が見られた。すなわち、右翼政党と左翼政党は、自分たちが中央
集権的な支配理念の支柱であることを、いつも一緒に示したのである。従っ
て、これらの政党は、互いの敵対と権力闘争がどれほど激しくても、これ
に決着をつけることに慣れていた。―権威主義的な行政秩序に固執して、
保守主義、自由主義、社会主義の党派は、大多数の賛成で一致団結を維持
したのである。
支配的に構築された国家の中にあっても、ある種の分権化が実現したが、
それはごく例外的なケースであった。例えば、1919 年～ 1938 年には連邦
国家オーストリアの邦が、1931 年～ 1937 年には共和国スペインにおいて
カタロニアとバスクが、1939 年～ 1941 年には王国ユーゴスラヴィアにお
いてクロアチアが、地域自治を手に入れた。しかし、これらの場合でも決
定的な措置をとれたところはどこにもなかった。―それは市町村の自由の
導入であり、この措置だけが活力のある連邦制の条件をつくり出すことが
できる。（チロルやバスクではその萌芽がみられたが、それは比類のない
ものであった。なぜならば、ここでは、まだ根絶されていない古い伝統を
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受け継ぐことが可能であったからである。）
次のことは、容易に理解できる。国家が市町村を、最も重要な生活集団
を捕捉する官僚機構の命令組織に組み込んでいるところ、結局は見せかけ
の市町村しか存在しないところでは、存在している自由主義憲法は、けっ
して真に国民的なものになれない。国家の行政の中央集権化の枠組みの中
で、「自由主義」は精神的自由と経済的自由の保障を意味するが、これは
あまりにも一面的である。―しかし、これに関心があるのは、むしろ知的
な所有階層だけである。―これに対して、超党派的な信頼共同体としての
自由な市町村に安心感を覚えない単純な人間は、自由主義憲法の長所をそ
れほどありがたがらなかった。このような人間は、中央集権国家では、本
当のところ、権威主義的行政しか感じていない。また、行政の裁量による
決定の下における従属は、彼にとって、自由の観点からは有意義なものと
ほとんど思えないかも知れない。さらに官僚機構までが明らかな欠陥で傷
んでいるとしたら、一般の人々はにべもなく国家を敵と感じるであろうし、
そのとき、まだ残されているのはただ一つ、無政府主義という国民的な自
由理念である。（かつてのフランス、イタリアのように、無政府主義は今
なおスペインで大きな支持を得ている。）―もっとも、秩序だった、社会
的に進歩した環境では、国民はまったく異なる考え方をして、しかも、状
況によってはまさに権威主義的国家が国民に恩恵を施す存在になり得る、
という確信を抱きやすい。権威主義的な行政システムからは、意識されて
いようがいまいが、権威主義的な国家理念が繰り返し生み出される。これ
は自然の成り行きである。
確かに、理性的というよりも感情的に把握された曖昧な形で、ヨーロッ
パの官権国家の国民においても、共同体を形成する真の地方自治の世界に
対する憧れが生きている。そこから、とりわけロシアの「共産主義」もプ
ロパガンダ上の力の一部を汲みとった。というのは、「ソヴィエト」の概
念には、まさに同じように自治行政の原理、レーテシステム（Rätesystem）
が具現化されているからである。このことは示唆に富んでいる。これまで
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に国民の大部分がソヴィエト共産主義と「プロレタリア独裁」に未来の希
望を賭けているのは、国家が市町村に対して、超党派的な信頼共同体を生
み出すことをけっして自由にさせなかった国々だけである。
それはそうとして、現代の歴史はすべて次のことを証明している。中央
集権的に構築され、ヒエラルキー的な命令行政の原理によって基礎づけら
れた国家団体においては、いかなる自由主義的議会制的憲法も、いかなる
「民主主義」も依然として国民的性格を持つことができない。また、この
ような国家形態は、それ自体矛盾したものであるために、結局は維持する
ことができない。ここで自由と秩序にある種のバランスをもたらすには、
むしろ、半権威主義的な政府システムが最適な手段であるように思える。
例えば、実行力と同時に節度のある「独裁者」がその国のためにどれだけ
大きな功績を勝ち得たか、よく考えてみるとよい。トルコのためにケマル・
アタテュルク（Kemal Atatürk）とイスメト・イノーヌ（Ismet Inonü）が、
ポルトガルのためにサラザール（Salazar）が、ブラジルのためにヴァル
ガス（Vargas）が、ギリシャのためにマタクサス（Metaxas）が何を勝
ち得たか。しかし、より大きな時間枠で考察すると、官権国家の土台の上
では、このような「半独裁制」は安定した秩序を創り出すことができない。
なぜならば、きわめて決定的な事柄が個別の人間に左右されてしまうため
に、政治生活は、遅かれ早かれ、再び独裁政治と政党の混乱の中に滑り落
ちてしまうこと必定だからである。
（６）トクヴィルの予言
権威主義的な行政システムと自由主義的な憲法システムの内面的な矛盾
に対して、従来はほとんど注意が向けられないのが常であったことは、実
際、驚くべきことである。この怠慢の主な責任は、専門的学者ですら大半
が持っている安易な形式主義的な思考にある。憲法制度を、それが根差し
ている行政的下部構造と分離して、単純にその形式的内容によって評価す
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る傾向が観察される。さらに、現代の広く普及した姿勢、―すなわち、経
済的発展の要素を極端に過大評価する姿勢が、本当の諸関係を曇らしてし
まう役割を大いに果たした。人々は、経済の発展には独自の合法性がある
と考えるやいなや、その先に進むのは容易であった。というのは、国家団
体が中央集権的に構築されるか、それとも地方自治体の連合を基礎にして
構築されるか、また、国家団体の中で命令行政のシステムが支配的である
か、それとも自治行政のシステムが支配的であるか、こうしたことはどち
らでもいいか、あるいは重要ではないように見えたからである。
しかし、すでに百年以上前に慧眼の人は、命令と従属の秩序である行政
の中央集権主義が持続的な政治的自由とはほとんど両立し得ないことを発
見している。それは、アレクシス・ド・トクヴィル（Alexis de Tocque-
ville）であった。彼のアメリカに関する研究は本書ですでに評価したが、
この研究が以下において我々に示していることは、繰り返し新たに心に刻
み込まなければならない。
「分権化された政府権力は、中央集権的な国家行政と結び付けられれば、
必然的に、とてつもなく強大になる。こうしたやり方で政府権力は、人々
が完全に、そしてどんな時も自分自身で決定することを断念し、―服従す
ることに慣れさせる。これは 1 回きりのことではないし、特定のケースで
もない。万事において、引切りなしに起きることである。すなわち、国家は、
人々を権力によって静かにさせるだけでなく、彼ら自身の生活習慣を使っ
て人々を我がものとしてしまう。国家は、人々をお互いに孤立させ、その
後で群衆全体の中に個人を捕まえておくのである。」
「しかし、私見によれば、中央集権的国家行政は、それに服従させられ
る国民を内面的に弱体化させるのに適しているだけである。というのは、
中央集権的国家行政はいつも、地方の共同体精神にダメージを与える効果
を持つからである。行政の中央集権主義が、所与の時代に、ある特定の問
題点について、意のままにできる国家的諸力のすべての統合を可能にする
ことは、異論の余地がない。しかし、行政の中央集権主義は、この諸力の
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再生に悪影響を及ぼした。それは、個人の一時的な名声のためには大いに
役立ったが、国民の持続的な福祉にはけっして役立たなかった。」
「ヨーロッパには、住民が自分の生まれた所の運命を全然気にかけない
で、ある種の不自由民のような態度をとる国がある。その故郷では、大き
な変化が当の住民の関与なしに起きる。それどころか、もっと多くのこ
と、すなわち村の繁栄、街路の状態、教会と教区の運命は住民と関係がな
い。住民は、これらすべてのことは『政府』と呼ばれる自分たちには馴染
みのない権力が扱う問題であると考えている。住民自身は、単なる受益者
のように―自己責任の感覚も何かを修繕する手助けをするという意思もな
しに、これらの財産の分け前を受け取るのである。彼は、自分の安全や自
分の子どもの安全が危うい時でさえ、この無関心の中に留まっている。介
入して危険を回避する代わりに、腕を垂らして全国民が彼を助けに来るこ
とを期待しているのである。それはそうと、このような人間は、自分の自
由意思を完全に犠牲にしているにもかかわらず、他の誰よりも服従を好む。
彼はその卑屈な性格によって服従するが、法律の背後にある権力が消失す
るや否や、征服された敵に対するように法律に対して嬉々として抵抗する。
従って、彼は、隷属状態と自制のなさとの間を絶え間なく揺れ動きながら
往復しているのである。」
「ヨーロッパでは、しばしば政府自身が、地方自治の精神の欠如を残念
なことと考える。というのは、地方の共同体意識が秩序と公共の満足の強
力な保障であることを、誰もがはっきり分かっているからである。しかし、
ヨーロッパ諸国の政府は、この共同体精神をどうやって生み出したらいい
か、分かっていない。政府は、市町村を強力な自立的存在にしようとした
ら、社会の勢力を細分化し、国家を無秩序状態にさらすという不安を抱く
であろう。しかし、強靭で自由な市町村は排除された。―そこでは行政の
客体しか見られず、国家市民はもはや見られない。」
「あらゆる自由の中で、市町村の自治は打ち立てるのが難しいだけでな
く、最も強く外部の権力の干渉に晒されている。放っておけば、地方自治
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体の自立は、実行力のある強力な政府にほとんど太刀打ちすることができ
ない。成功裏に自分の意思を押し通すには、市町村の自治は、完全に国民
の理想と習慣の中から成長し、それらと一心同体にならなければならない。
すなわち、市町村の自由が慣習に根差していない限り、これを破壊するこ
とは容易である。市町村の自由は、法律の中に長い間生き続けることによっ
て、初めて倫理的な生活価値となることができる。」
「換言すれば、市町村の自由は、いわば人間の努力でどうにかなるもの
ではない。従って、市町村の自由が意思によって創造されることも滅多に
起こらない。むしろ市町村の自由は、さながら自然に発生する。それは、
半ば未開の共同体秩序の懐で、ほとんど神秘的に成長するのである。それ
を強固なものにするには、法律と慣習の持続的な発展が必要である。この
ためには、有利な状況と、わけても時間が必要とされる。」
「しかし、自由な国民の力は、市町村の中に憩っている。地方自治体の
固有権は、自由にとって、学問にとっての小学校と同じものを意味する。
それは、国民が自由になれるようにする。地方自治体の固有権は、それを
理性的に使う喜びを国民に獲得させる。包括的な市町村の自治がなくても、
国民団体は自由主義的な政府を持つことができる。しかし、それには自由
の精神が欠けている。一時的な熱情、時代に制約された利益、偶然の状況
が、国民団体に自由国家という表面的な形態を与えることはあり得る。し
かし、専制政治は、社会秩序の内部に押し戻されただけで、遅かれ早かれ、
再び表層に到達する。」
（7）古い市町村の自由と現代の全体主義国家
これまでに示したすべてから、次のような基本的認識が生まれる。中央
集権的な官吏のヒエラルキーと官権的な命令行政の秩序システムを有する
国家制度においては、自由民主主義の憲法は、けっして真の国民的な性格
を獲得することができない。官僚制と民主制、従属と自由は、国家を形成
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する基本要素として見ると、とにかく和解の余地なく対立している。その
土地に不案内な地域官僚機構が、大量に存在するあらゆる重要な裁量問題
において、市町村当局を権威主義的に支配するところでは、市町村当局は、
単なる下位の命令官庁であり、自己責任を有する国民の機関ではない。真
の市町村の自治、包括的な市町村の裁量と処分の自由を欠いた自由主義は、
我々が見た限りでは、すべての国で同じものを意味している。―すなわち、
個々の人間と利益集団を教育して共同の責任と信頼の心構えを持たせるこ
とを断念している。
このように自由主義は、封建主義と絶対主義の時代から継承された社会
の内面的な分裂に固執し続けた。すなわち、市町村への愛着だけが集合的
超党派的な信頼を創り出し、自然的な対立を緩和できたが、この愛着は成
長しなかったのである。従って、中央集権的に管理された国民は、相変わ
らず倫理的な良心による拘束よりも、機械的な装置による拘束によって繋
ぎ合されたていた。―また、政治と倫理は、この行政的従属と単なる見せ
かけの市町村という世界で、相変わらず 2 つの異なる領域に所属している。
このことを認識して、トクヴィルは、次のことを記憶にとどめたに違いな
い。自由主義はいつもうわべだけにとどまり、実際に深みへと迫ることは
決してできなかった。
中央集権的な官僚機構の命令装置の支配下で、市町村の自治行政のよう
に見えるすべては、本質的に空虚な形式的理想にとどまった。市町村には
本当の自己責任が欠けていたため、市町村の「自治行政機関」はさながら
空中にぶらさがっていた。これは、最も理想的な民主主義的選挙規定も変
えることができなかった。実際に上位の官僚ヒエラルキーが、命令権力に
よって、大量の法律上の疑念がある事件やより重要な裁量問題を権威主義
的に規制し、すなわち、あらゆる重要な決定を自ら行い、また地方自治体
の機関をイエスマン的な機械に格下げしたとしたら、そもそも市町村議会
の住民選挙にそれほど高い意義はあったのだろうか？このような状況の下
で、小数派に陥った政党グループは、選挙闘争の結果に倫理的に拘束され
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ると感じることが難しくなってしまったに違いない。―それどころか、国
家の命令機構の中で決定的な影響力を持つことのほうが、依然として絶対
的に重要であった。しかし、市町村という活気に満ちた小空間における民
主主義がほとんど尊重されないとしたら、国家という大空間において市町
村はどう変わればいいのか？
さらに次のことが加わる。行政の中央集権主義の命令原理が支配してい
るところでは、市町村には特に真の財政的自己責任も欠落している。実際、
よく見られたことであるが、市町村当局の権限は、特に、上から承認され
た委託の仕事をそれに応募した会社に与えることに限定された。―まさに
このことが、協働と信頼の源泉となる代わりに、むしろ争いと怒り（時に
は腐敗）の源泉になったのである。これらすべてに加えて、ヒエラルキー
の原理の支配下においては、市町村議会の決定に対していつでも上位の命
令機関に異議申し立てする権利が、すべての住民に留保されており、また、
そのとき、上位の命令機関の指示は、上からの本来の決定に応じるため、
常に直ちに行われなければならない。要するに、官僚機構が支配している
のであり、市町村議会と住民選挙の存在は、真実を覆い隠すのに役立って
いるにすぎない。最終的に全体主義国家が市町村において「指導者原理」
を宣言し、すべての選挙を廃止したとき（イタリアは 1926 年、ドイツは
1933 年、フランスは 1940 年）、それは、結局のところ外見に対する実体
の勝利を意味したにすぎない。
国家の命令行政が優位して、地方自治体の真の自治行政が存在しないと
ころでは、必然的に、あらゆる個人的政治的自由権も国民団体にしっかり
根づくことができなかった。特にアングロサクソンの政治家たちは、一般
的な出版と結社の自由をヨーロッパで実現させたいと望んだ。確かにこの
自由は、あらゆる真の民主主義の特徴である。しかし、野党のすべてが国
家を一面的に命令・権力装置として感じているところでは、しばしば野党
は節度を守る能力を欠いている。このような場合、いかなる野党も常に、
権力奪取のために政府の政策を体系的に中傷し、非の打ちどころがない立
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派な政策も平然と非難する傾向がある。それとともに、自由な批判の権利
は、必然的にその積極的な意義を失ってしまう。とにかく次の通りなので
ある。個人の自由は、常に、自由な倫理的意思によって現行秩序に順応す
る個人の心構えと一致しなければならない。さもなければ、個人の自由は、
秩序を強化するのではなく、これを破壊する結果をもたらす。前述したよ
うに、超党派的な信頼の心構えは、（意識するとせざると）存在するもの
への誇り、および、法律に対する忠誠と順応への意思で個人の心を満たす。
実際、この心構えを生み出すことができるのは、市町村の自由だけである。
この自由な倫理的拘束への意思が国民団体をしっかりまとめておかなけ
れば、現代の個人主義は、全体の結果において好ましくない効果をもたら
すに違いない。そのとき個人の自由権は、封建主義と絶対主義から受け継
いだ社会の分裂を緩和する代わりに、むしろそれを一層激化する役割を果
たす。実際、自由主義の時代に形成された「多党制国家」は、やはり、個
人と集団の利己主義を抑制の利かないものへと発展させてしまうことが
度々あった。そして、プロパガンダの解放は、いたるところで政治的な情
熱と社会的な憎悪感情の氾濫を引き起こした。そして、次のことを理解す
るようにしなければならない。あらゆる自由民主主義の憲法と議会主義は、
依然として行政の中央集権主義と従属の原理に立脚しており、無秩序の源
泉となる運命にあった。
次のことは、決して忘れてはならない。上から構築され、ヒエラルキー
的な命令行政に基づく国家機構はすべて、その成立と本質によって権力の
賜物であり、自由の賜物ではない。それは当時、領主法の国家秩序の枠の
中で、官権国家の軍事的君主制の枠の中で生まれ、こうした由来は、ヒエ
ラルキー的な命令行政に基づく国家機構の宿命となったのである。このよ
うな権威主義的な、軍事的命令原理によって組織された行政システムでは、
その趣旨に即して、重大なことはすべて―なかんずく自由思想の許可も―、
常に首脳の権力的意思によって左右された。
それでも、かつての世襲君主制は、絶対主義の時代でさえ、自由に対し
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て極端に敵対的な統治をしないよう注意しなければならなかった。という
のは、合法的な領主国家は、王家の将来と世襲権を危険にさらすような大
胆な実験には興味がなかったからである。1789 年以降、権威主義の頂点
は打倒されたが、権威主義の装置が存続させられたとしたら、矛盾した結
果が生まれざるを得なかった。それは、自由の理想によって支配の理想を
克服することができなかったということを意味した。それはむしろ、2 つ
の理想の間の闘いを直接的に国民団体の中に持ち込む結果となった。そし
て長い間には、次のことが不可避となった。すなわち、自由の理念が屈服
しなければならない時があったのである。というのは、地方自治体の信頼
の精神が欠如しているところでは、遅かれ早かれ、自由よりも権力のほう
が信頼に値するとする考え方が繰り返されるからである。
基本的に次のような状態にある。行政の中央集権主義が真の市町村の自
由をすべて制圧しているところでは、社会は、結局のところ権力の意思に
よって一方的にまとめられる。国家市民は、この権力の意思を、権威主義
的に組織された官吏機構が彼に立ち向かう手法によって、日々、感じるこ
とになる。次のことが分かった。あらゆるヒエラルキー的に構築された行
政システムにおいて、官僚機構の作用は、当局の命令権力によって独断で
法律を具体的なケースに適用する権利、その際、それ自身の「自由な裁量」
と「合目的的な判断」により決定する権利によって特徴づけられる。どう
やら国家の命令機構は、市民に対して日々、「ある種の専横を働く権利」
を主張しているらしいのである。国家の命令機構は、市民を育て上げて、
彼らが自己責任によって現行法秩序に自分を縛りつけ、下から現行法を活
気づけるようにすることを拒否する。しかも、この根底には、官吏のヒエ
ラルキーだけが中央政府の目的を厳密に知ることができ、官吏のヒエラル
キーは「理解力に限界のある臣民」よりも、重要な問題の裁量決定をより
良く行う能力があるとする信条がある。
このような事態にあって、好ましい法律に対する忠誠と集合的責任に対
する心構えを、政治家と国民にどうやって教えたらよいのか？当局は国民
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を当局自身の判断によって幸福にするためにあるという見解は、一体どう
したらなくなるのか？危機の時代にあって、あらゆる救済を個人の権力、
指導者原理に期待する国民の傾向を克服することが、どうしたらできただ
ろうか？これらすべては、次のことを証明している。行政の中央集権主義
とヒエラルキー的な従属原理の基礎の上では、自由な共同体意思に対する
不信と、従って権力に対する信頼は、実際、けっして抑えることができな
い。―法の理念は依然として、最も深いところで、常に権力の理念の奉仕
者にすぎないのである。結局のところ、人間は共同体的存在である。人間
は、自分の人格だけは国家の不必要な介入に対して無条件に尊重されてい
るが、自分が見渡すことのできる生活共同体としての狭い住居地区は尊重
されていないことを知っている限り、強者の法を信頼することを決してや
めないであろう。
強大な大陸諸国の自由主義は、あらゆる自由権の中で最も重要な権利を
忘れることによって、また、地方自治体の包括的な裁量と処分の自由とい
う形をとった本当の地方分権を導入することを等閑にすることによって、
共同体形成の課題に失敗した。多様な利益集団は、お互いに争い、それど
ころか憎みあうように一面的に仕立て上げられた。こうして危機の時代に
あって、自由と民主主義は必然的に万人の万人に対する破滅的な闘争を引
き起こすという意見が、あまりにも容易に受け入れられた。秩序の強化、
社会の原子化と集団の度を越した利己主義の克服、国民の共同体感情の再
活性化に対する切望は、結果的に自由に敵対する勢力を勝利させることが
度々あった。「倫理的な集合主義」の教育、「良心の順応」は実現しなかっ
たため、「権力的な集合主義」「良心の統制」なしで済ますことができなかっ
た。
「地方自治と自由な集合主義の国家」だけが、発展可能な共同体の基礎
を提供する。これに対して、自由の道を通って本当の国民国家に発展する
ことは、官吏のヒエラルキーと職業政治家の国家によって永久に拒まれて
いる。行政の中央集権主義の支配下では、いかなる自由主義憲法も必然的
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に、国民に対して何度も大きな裏切りを働く恐れがある。実際、自由主義
的多党制国家が全体主義的一党制国家、指導者原理によって置き換えられ
たとき、以前から官僚機構によって管理されてきた国民は、超党派的な共
同体を切望して、新たな体制を救済として受け取った。オルテガ・イ・ガ
セット（Ortega y Gasset）は、この自由の理念に対する一般社会の裏切
りを適切に「大衆の反逆」と呼んだ。―次のことは、非常に示唆に富んで
いる。市町村の自由の原理から生まれた国民国家だけは、このような発展
の被害を受けずに済んだ。
わけても、法治国家から福祉国家への発展は、中央集権的な官吏のヒエ
ラルキーと当局の命令行政の世界において、固有の法則に従ったやり方で
進行しなければならなかった。現代の歴史が示しているように、福祉国家
の「合目的的な法」が確固とした倫理的枠組みを発見したのは、地方自
治体の連合による下から構築された国家形態においてだけであった。なぜ
ならば、この倫理的枠組みは、ここにおいて、「現行法」の根源的な基礎
のところで、保守的合法的な国民の考え方に付着していたからである。福
祉国家がこの「倫理的集合主義」の支えを欠いているところでは、事態は
まったく異なっていた。19 世紀に人々は、自由民主主義憲法という手段で、
権力的に組織された国家機構の中に、古いヨーロッパの抵抗権を挿入しよ
うと苦労したが、それはきわめて作為的な出来事であった。このような実
験は徹底して行われることがなかったし、福祉国家が結局、純粋な権力国
家に滑り落ちるのを防ぐことができなかった。
要するに、20 世紀においてもなお、昔と変わらない、すなわちナポレ
オン一世と三世の軍事独裁制下におけると同様の精神的政治的な前提条件
が存在しているのである。すなわち、古くからの市町村の不自由、行政の
中央集権主義と官僚のヒエラルキーの基礎の上には、実際に唯一の共同体
形成力しか存在していない。それは集合的な権力意識であり、―とりわけ
軍隊がもたらした成果である。歴史的な経験は、次のことを示している。
昔からヒエラルキー的な命令機構が、行政関係の大部分をそれ自身の裁量
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の自由によって、従って権威主義的な方法で上から規制しているところで
は、権力に対する信頼、それとともに軍国主義も最初から際限なく成長す
る可能性があった。行政の命令と従属の原理の基礎の上では、残念ながら、
この結論が思い浮かぶ―できる限り多くの、支配された国民の労働力でな
いとしたら、結局、何が国民に、より豊かな生活を保障できるというのか？
先の世紀の変わり目以来の発展は、軍事国家的特性を持った国家の全体
性が大きな要因となった。このことは、当時、次第に強くなりつつあった
権力を称賛する心性において、―よく「行動主義」という言葉で要約され
るニヒリズムの運動において明らかとなった。こうした行動主義の、国民
の情熱をあらゆる手段を使って掻きたてる権力理論は、右翼政党だけでな
く左翼政党の陣営にも共鳴を見出した。ベネデット・クローチェ（Bene-
detto Croce）は、これらの急進主義者について、その『19 世紀ヨーロッ
パの歴史』（Geschichte Europas im 19. Jahrhundert, Zürich 1935）で非
常に的確に述べている。「彼らの関心対象は、国民ではなく、盲目的で衝
動的な大群衆、暴れるか口笛を吹いて喝采する野獣である。喝采は、その
勇気があれば誰でも、自分の意向で悪用することができる。次のことは大
いに理解できる。常に国家が中央集権的に、それゆえ国民的性格を持たず
に組織されているところ、国家が結局のところ官吏と職業政治家の国家に
すぎないところでは、大衆は、行動主義者のプロパガンダと権力賞賛にい
とも簡単に屈してしまうに違いない。」
「行動主義」がすでに 1914 年以前に国家と戦争の神格化を目指して行っ
た下準備について、再びクローチェが述べている。「自発的に自由に従う
内面的な規律が、外面的な指揮と命令によって置き換えられるならば、行
動のための行動、破壊への喜びによる破壊、革新するための革新、闘争の
ための闘争の他には何も残されていない。そうなれば、戦争、殺戮、殺人、
そして自殺が自己目的化して、さらに服従は、戦時にはよくある絶対服従
となるだろう。（・・・）行動主義は、個人の個人に対する支配、他者の追従、
そして最後には自分自身の卑屈な心情、最初の瞬間は高まると思いこんだ
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人格の抑圧を結果としてもたらす。他方で、行動主義は、実際に人々の道
徳的良心を剥奪し、人々の最も内面的な本質要素を略奪して、全滅するが
ままにした。」
しかし、これらすべては必ずしも新しいものではなかった。それは、以
前の発展と根本的に異なるものではなく、少しずつ変化してきたものにす
ぎないのである。ペスタロッチ（Pestalozzi）が当時、世襲君主制の絶対
主義とナポレオン一世の軍事独裁をどう評価したか、考えてみさえすれば
いい。彼は嘆いた。「人間は、我々の種族の集団的存在が人間の人格およ
びその人格の神聖な権利を望むときに、望むところで、望むとおりに、こ
れを捧げなければならない。人間は世界のものである。人間はもはや神と
自分自身のものではない。」当時も個人は、再びペスタロッチの言葉を使
うならば、「アルプスの山頂から小川に流れ込む雫」―「頭、数、銃」に
すぎなかった。当時と同じように再び今日でも、「人間の奉仕する能力は
無限に向上し、―その自立性は無限に弱体化する」はずであった。
絶対主義とボナパルティズム、行動主義、全体主義は、すべて共通の土壌、
ヒエラルキー的中央集権的な行政システムに根差している。これは明白で
ある。結局のところ、現代国家の全体性は、軍隊の服従義務を核心とした
絶対的な服従義務を最も徹底的に拡大して具現化しており、この服従義務
は、官吏のヒエラルキーと市町村の不自由の世界では、すでに長いこと文
民行政の全体に通用していた。権利と利益を同等に扱うことによって、全
体主義的軍事国家は、最後にわずかに残された、自立した国民の良心、保
守的な国民の信念すら破壊してしまう。軍国主義的な特徴をもった全体主
義国家、すなわち「永遠の革命」は、法的観点から見れば中央集権国家が
常に萌芽的に持っていたものを、あからさまにする。この実践の意義は、
わけても、すべての人間に客観的な法を信頼させるために個々の人間を調
教することにある。個々の人間は、最終的に、自由であると言い張る個人
として、自らを抹殺しさえすることになる。彼の良心はわずかに、上から
指揮される国家機構がその時点で目的に適っていると考える価値基準を識
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別すればよいのである。
一般市民を教育して絶対服従させることも最終目標とする「ニヒリズム
の革命」は、必然的にプロイセンの軍事国家において最高潮に達するに違
いなかった。ミラボー（Mirabeau）の有名な言葉によれば、「プロイセン」
の現象は、いずれにせよ、これを陸軍を有するプロイセンではなく、プロ
イセンを有する陸軍として把握する場合にのみ、正当に評価することがで
きる。1866 年以来プロイセン化されたドイツでは、ドイツの旗印の下で、
さもなければ我が道を行こうとする国民階層を統一するために、また、国
民階層の権力への陶酔感、大衆マキャヴェリズムを利用して、活気に満ち
た共同体に向けて国民階層を結合するために、支配権思想への極端な迎
合、偉大な軍人の思想の賛美に頼らざるを得ないとする考えが、実際に強
くなっていった。軍国主義と官僚主義の結合から、言わば自ずと征服への
期待、支配者国民への期待が発生した。第一次世界大戦の時期には、特に「進
歩主義的」かつ「民主主義的」傾向の指導的な人文科学者たちも、これら
の要求を言葉で言い表した。
その例として３つだけ挙げておこう。例えば、『ドイツのゲノッセン
シャフト法』（Deutschen Genossenschaftsrechtes）の有名な著者、オッ
ト ・ーギールケ（Otto Gierke）は、まだ 1917 年に次のように述べた。「我々
は、諸国民の自由な自己決定権の前で立ち止まるべきなのか？戦争があ
る限り、征服の権利もなくなることはあり得ない。ここに、戦争は神の
裁きによる召命である、という古くからの観念の意味がある。被征服者
も、この裁きを高次の正義の発露として受け容れなければならない。」さ
らに、「民主主義的」政党指導者、フリードリッヒ・ナウマン（Friedrich 
Naumann）の 1916 年の言葉。「小さな諸国民の国家的自由の侵奪による
以外に、文化の全体的発展は全く不可能であることを、歴史は教えている。」
それどころか、指導的国民経済学者のヴェルナー・ゾンバルト（Werner 
Sombart）は、1915 年に次のように述べた。「ドイツの鳥、オジロワシが
この大地の小動物の空高く漂うように、ドイツ人は、自分たちを取り囲ん
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でいるすべての国民、また、自分たちがどこまでも下に見ているすべての
国民を超越した存在であると思うよう求められている。」―ギールケ、ナ
ウマン、ゾンバルトのレベルの人たちは、自分たちの人気を十分意識して
いなかったなら、この種のとんでもないことを公表する勇気は持てなかっ
ただろう。念のためであるが、これは、ヒットラーとナチスの支配民と人
種の妄想的なイデオロギーがまだ未知の現象であった時点の話であった。
これらすべてを考慮すると、次のことが明らかになる。軍国主義的な特
性をもつ全体主義国家は、その本質上、古い領主法的な生活理念の有機的
な産物として評価されねばならない。古い国民と市町村の不自由は、官権
的ヒエラルキーの命令手法のシステムを生み出したが、この不自由に立脚
した現代国家の全体性は、結局のところ中世の封建秩序の単なるヴァリ
エーションであるように見える。ナチスの親衛隊組織とファシズムの民兵
団のような特権的団体において、実際に新種の武装した領主貴族が成長し
たことは、明らかである。そこから次のように言える。全体主義国家、こ
の丹念に仕上げられた軍隊機構は、その歴史的本質からすれば、中央集権
化された封建主義と強化された絶対主義以外の何ものでもない。
今日では、全体主義国家の根源を特定の経済システムに求めることが的
外れであることも分かっている。左派の教条主義者は不運の責任を「独占
資本主義」のせいにし、右派の教条主義者は「経済の集団主義」のせいに
したが、どちらも基本的な過ちを犯している。実情はそうではなく、むし
ろ次の通りである。「命令行政と市町村の不自由の世界では、『資本主義的』
潮流と『集団主義的』潮流はともに、国家的隷従と全体主義に対して、あ
てどなく漂っている。―これに対して、自治行政と市町村の自由の世界で
は、この国家的隷従と全体主義は、2 つの潮流のどちらとも合致すること
がない。否。何かの具合で場合によっては、現代の全体主義的国家の憲法は、
もっぱら古い権威主義的国家行政の土壌から成長することがあり得た。と
いうのは、それが生活の法則にも論理の法則にも適合するからである。行
政的従属の世界では結局、一つの原則、すなわち完全な従属が、最も効果
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的な秩序の保障、そして共同体形成の最も効果的な要素であると思われる
に違いないからである。」
プロテスタントの神学者、エミール・ブルンナー（Emil Brunner）は、
その著作『正義―社会秩序の基本原則に関する理論』（Gerechtigkeit―
Eine Lehre von den Grundgesetzen der Gesellschaftsordnung, Zürich 
1943）において、同様の認識に到達した。―彼が強調したことは、心に訴
えかける。「全体主義国家が初めて発生したのは、1917 年でも 1922 年で
も 1933 年でもない。それは、近代の国家主権概念から、また個人と共同
体の機能喪失から、ゆっくりと生まれたのである。家族と市町村が機能し
なくなればなるほど、それだけ多く国家が行動しなければならなくなる。
国家の任務の負担過剰は、共同体的な国家秩序の崩壊、人間社会の構造的
解体とぴったり符合している。自然の法則に従った、自然に成長した、自
発的な構造に代わって、強制によって実現される人為的な国家構造が登場
する。これは、上から下へ、最も包括的な集団から最も小さな集団および
個人へと降りてくる構造になっている。近代の中央集権国家が誕生し、中
央の国家権力と個人の間に空いた隙間を、人為的な組織形態、すなわち県
と郡、見かけだけの市町村―固有の生命を持たず、国家の行政単位にすぎ
ない形成物で埋める。失われた国民共同体の代償となる国家、そのような
ものとして、全体主義国家の前段階、最後の直接的な段階となる国家が生
まれる。」
要約しよう。大陸の自由主義は、矛盾する形で、過去の領主法的な行政
理念に固執することにより、新たな領主法的な憲法理念の勝利を―遅かれ
早かれ―不可避的なものにした。というのは、自治権を有する市町村とい
う活気に満ちた見渡すことのできる小空間において、人々が自由に連帯を
教え込まれないところ、その代わりに、大量の法律上の疑念がある事件や
重要な裁量問題において、人々が官吏のヒエラルキーの命令に屈服せざる
を得ないところ、真の行政責任が、弱い領域団体ではなく、より強い領域
団体にあるところでは、集合的権力意識だけが共同体の形成機能を持つこ
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とができる。中央集権的命令行政の基礎の上で、国民的秩序（あるいは、
より正しくは、その代償物）を創り出すためには、ただ一つの道しかなく、
―それは、まさに全体主義的な軍事国家への発展である。換言すると、包
括的な法的にしっかり守られた地方自治体の裁量の自由の形態をとった真
の分権化が実現されなければ、長い間には、全体主義的な大衆運動と軍
事独裁の発生は回避できず、オール・オア・ナッシング（Aut Cäsar, aut 
nihil!）のモットーがしばしば重要になる。要するに、中央集権的官僚機
構の行政システム、ヒエラルキー的な従属システム、それとともに市町村
の不自由に対する支持を表明する人は、望むと望まざると、実際には同時
に、全体主義的な国家理念―「ニヒリズムの革命」に対しても常に支持を
表明しているのである。
（続く）
＊本稿は、Adolf Gasser “Gemeindefreiheit als Rettung Europas － Grun-
dlinien einer ethischen Geschichtsauffassung”（Zweite, starkerweiter-
te Auflage, 1947）の翻訳である。本稿の（1）～（7）は後藤・安田記念
東京都市研究所（旧東京市政調査会）の『都市問題』に、（8）は横浜市
立大学旧経済研究所の『経済と貿易』に掲載された。本稿はその続きで
ある。 参考のため、以下に（1）～（8）の目次を掲載しておく。
１．自由と秩序の有機的結合としての地方自治
　　（１）強靭な民主制と脆弱な民主制
　　（２）あらゆる共同体形成の二つの基本形態
　　（３）地方自治体の共同体倫理
　　（４）市町村の自由と法律に対する集団的忠誠（以上、『都市問題』第
81 巻第 2 号、1990 年 2 月）
　　（５）市町村の自由と集団的信頼
　　（６）市町村の自由と集団的調和
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　　（７）市町村の自由と人道主義理念（以上、同・第 81 巻第 3 号、1990
年 3 月）
２．市町村の自由の世界
　　（１）原始ヨーロッパの部族団体
　　（２）ギリシャのポリス（以上、同・第 81 巻第 6 号、1990 年 6 月）
　　（３）ローマ共和制
　　（４）キリスト教会（以上、同・第 81 巻第 8 号、1990 年 8 月）
　　（５）中世の市民
　　（６）英連邦（以上、同・第 81 巻第 9 号、1990 年 9 月）
　　（７）アメリカ合衆国
　　（８）スカンジナヴィア諸国とオランダの人民君主制（以上、同・第
81 巻第 12 号、1990 年 12 月）
　　（９）スイス誓約者同盟（同・第 83 巻第 11 号、1992 年 11 月）
　　（10）古い市町村の自由と近代民主制
３． 市町村の自由の世界（上から組織された、階層的な命令行政と服従に
基づく国家装置）
　　（１）封建主義と絶対主義（以上、『経済と貿易』186 号、2003 年 3 月）
